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第１章 インターネット接続領域の市場画定 

 

本章では、インターネット接続領域について市場画定を行う。 

 

１．サービス市場の画定 

 

サービス市場については、０３年度の市場画定を引き続き採用する。 

 

はじめに、インターネット接続回線サービスについては、ダイヤルアップ（ＤＵ）

及び常時接続ＩＳＤＮ（ＩＳＤＮ）をナローバンド市場として、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ

及びＣＡＴＶインターネット（ＣＡＴＶ）をブロードバンド市場として画定する。併

せて、５つのサービスをそれぞれ部分市場としても画定する。更に、ＦＴＴＨについ

ては、戸建て住宅向けと集合住宅向けを、別々の部分市場として画定する。ＦＴＴＨ

について戸建て住宅向けと集合住宅向けを別々の部分市場として画定する理由は、事

業者や回線速度の選択が居住者自らの意思によって決定できる戸建て住宅と違い、集

合住宅の場合は他の居住者や管理会社の同意・許諾が必要となる等の物理的な制限が

あり、両市場で供給面の事情が異なっているためである。 

 

次に、インターネット接続サービスについては、全体をＩＳＰ市場として画定する。 

 

なお、ＦＷＡ（固定無線アクセス）については、契約数が希少であることから、市

場画定の対象外とする。 

 

図表Ⅲ－１は、以上のサービス市場の画定を図示したものである。 

 

【図表Ⅲ－１ インターネット接続領域の市場画定】 
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２．地理的市場の画定 

 

地理的市場については、０６年度の市場画定を引き続き採用する。 

 

はじめに、ナローバンド市場（部分市場としてのＤＵ市場及びＩＳＤＮ市場を含む）、

ブロードバンド市場のうち部分市場としてのＣＡＴＶ市場及びＩＳＰ市場は、全国市

場として画定する。ＣＡＴＶにおける地理的市場を全国市場と画定した理由は、現実

には市町村（区）単位に多くのＣＡＴＶ事業者が独占的にサービスを提供している実

態が見られるものの、近年におけるＣＡＴＶ事業者による吸収合併の進行、複数の地

域の放送施設を所有・運営する統括運営会社（ＭＳＯ（Multiple System Operator）：

多施設保有者）の登場、ブロードバンド市場内においてＦＴＴＨ等との代替性の高ま

り、等を考慮したことによる。 

 

次に、ブロードバンド市場のうち部分市場としてのＡＤＳＬ市場は、ＮＴＴ東西の

業務区域によって、以下のとおり、全国を東日本、西日本の２地域に分けて画定する。

図表Ⅲ－２は、この２地域の区分を図示したものである。 

 

（ⅰ）東日本地域 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、 

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県 

 

（ⅱ）西日本地域 

静岡県、愛知県、三重県、岐阜県、富山県、石川県、福井県、滋賀県、京都府、 

大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、 

大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

【図表Ⅲ－２ ＡＤＳＬ市場における地理的区分】 
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また、全体としてのブロードバンド市場及び部分市場としてのＦＴＴＨ市場は、競

争状況をより適切に把握・分析するため、ＮＴＴ東西の業務区域ではなく、ブロード

バンド市場全体及びＦＴＴＨ市場における主な競争事業者たる電力系事業者1の業務

区域ごとに地理的市場を画定する。具体的には、親会社である電力会社（当該電力会

社が電気通信事業も行っている場合は当該会社）の電気事業の業務区域ごとに、以下

のとおり、全国を、北海道・東北・関東2・東海・北陸・近畿・中国・四国・九州・沖

縄の１０のブロックに分けて画定する。図表Ⅲ－３は、この１０のブロックを図示し

たものである。 

 

（ⅰ）北海道ブロック：北海道 

（ⅱ） 東北ブロック：青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県、新潟県 

（ⅲ） 関東ブロック：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、 

山梨県、静岡県3（富士川以東） 

（ⅳ） 東海ブロック：長野県4、岐阜県、静岡県（富士川以西）、愛知県、三重県 

（ⅴ） 北陸ブロック：富山県、石川県、福井県 

（ⅵ） 近畿ブロック：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

（ⅶ） 中国ブロック：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

（ⅷ） 四国ブロック：香川県、徳島県、愛媛県、高知県 

（ⅸ） 九州ブロック：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、 

鹿児島県 

（ⅹ） 沖縄ブロック：沖縄県 

 

 

 

 

                                                  
1電力系事業者とは、北海道総合通信網、東北インテリジェント通信、テプコシステムズ、北陸通

信ネットワーク、中部テレコミュニケーション、ケイ・オプティコム 、ケイオプティ・サイバー

ポート、エネルギア・コミュニケーションズ、ＳＴＮｅｔ、九州通信ネットワーク、沖縄通信ネ

ットワークを指す。なお、テプコシステムズのマンションＩＳＰ事業は、０９年１月１日からフ

ァミリーネット・ジャパンが継承している。 
2関東ブロックを業務区域とする東京電力については、０７年１月にＫＤＤＩにＦＴＴＨ事業を承

継したため、以降関東ブロックにおいて電力系事業者はテプコシステムズのみとなっている。 
3静岡県は、「住民基本台帳人口要覧」（０８年３月）から富士川を境にした世帯数比率を算出し、

その比率に基づき分計している。また、静岡県はＮＴＴ西日本の業務区域であるが、１０地域の

ブロックで画定する際には、富士川を境に以西の地域を東海ブロック、以東の地域を関東ブロッ

クの契約回線数として集計した。したがって、関東ブロックは基本的にＮＴＴ東日本の業務区域

に含まれるものの、ＮＴＴ東日本の業務区域ではない静岡（富士川以東）の契約回線数を含んで

いる。 
4長野県はＮＴＴ東日本の業務区域であるが、今回の地理的市場の画定においては東海ブロックに

相当している。したがって、東海ブロックは基本的にＮＴＴ西日本の業務区域に含まれるものの、

ＮＴＴ西日本の業務区域ではない長野県の契約回線数を含んでいる。 
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【図表Ⅲ－３ ブロードバンド市場全体及びＦＴＴＨ市場における地理的区分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．評価・分析の対象とする市場 

 

画定した市場は、原則、全てを評価・分析の対象とする。ただし、ナローバンド市

場の競争状況については、固定電話の競争状況とほぼ一致していること、また、ブロ

ードバンド化が進展する中でその重要性が薄れていることから、評価及び分析の対象

としない。 

 

４．評価及び分析の構成 

 

インターネット接続回線サービスについては、はじめに、全体としてのブロードバ

ンド市場の評価及び分析を行い、次に、部分市場としてのＡＤＳＬ市場、ＦＴＴＨ市

場及びＣＡＴＶ市場についてそれぞれ評価及び分析を行う。インターネット接続サー

ビスについては、ＩＳＰ市場の評価及び分析を行う。 

 

５．事業者データの取扱い 

 

（１）ブロードバンド市場全体 

 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本については、全国ベースではＮＴＴ東西として１者

として取り扱う。また、電力系事業者については、各者のデータを合算した上で、「電

力系事業者」として１者として取り扱うこととする。 

 

ＮＴＴ東西及び電力系事業者をそれぞれ１者として取り扱う理由は、次のとおりで

 

北海道ブロック 

東北ブロック 

関東ブロック 

北陸ブロック 

東海ブロック 

近畿ブロック 

中国ブロック 

九州ブロック 

四国ブロック 

沖縄ブロック 
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ある。すなわち、現状では、ＮＴＴ東西が東日本地域と西日本地域、電力系事業者が

各地域ブロックに分かれてサービスを提供している。この状況において、全国を単一

の地理的市場として分析すると、提供区域の重ならないＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本、

また、各電力系事業者間が、あたかも競争関係にあるかのようにみなすことになって

しまうためである。電力系事業者については、各者に相互の資本関係がなく、１者と

して取り扱うことに関して議論の余地はある。しかしながら、利用者の視点からみれ

ば、他地域の電力系事業者のサービスは選択肢たり得ず、この点でＮＴＴ東西と同じ

状況である。したがって、指標の算出上は１者として取り扱う。 

 

また、ＣＡＴＶ事業者については、複数の事業者が同一のＭＳＯの傘下にあるとみ

なされる場合は、契約回線数における事業者シェア及びＨＨＩ等の算定において、当

該事業者の契約回線数を合算して１グループ会社として取り扱う。 

 

（２）ＡＤＳＬ市場 

 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本については、全国ベースでは、ＮＴＴ東西として１

者として取り扱う。 

 

ＮＴＴ東西を１者として取り扱う理由は次のとおりである。すなわち、現状では、

ＮＴＴ東西は東日本地域と西日本地域に分かれてサービスを提供している。この状況

において、全国を単一の地理的市場として分析すると、提供区域の重ならないＮＴＴ

東西があたかも競争関係にあるかのようにみなすことになってしまうためである。 

 

（３）ＦＴＴＨ市場 

 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本については、全国ベースではＮＴＴ東西として１者

として取り扱う。また、電力系事業者については、各者のデータを合算した上で、「電

力系事業者」として１者として取り扱うこととする。 

 

ＮＴＴ東西、及び電力系事業者をそれぞれ１者として取り扱う理由は次のとおりで

ある。すなわち、現状では、ＮＴＴ東西が東日本地域と西日本地域、電力系事業者が

各地域ブロックに分かれてサービスを提供している。この状況において、全国を単一

の地理的市場として分析すると、提供区域の重ならないＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本、

及び各電力系事業者間が、あたかも競争関係にあるかのようにみなすことになってし

まうためである。電力系事業者については、各者に相互の資本関係がなく、１者とし

て取り扱うことには議論の余地がある。しかしながら、利用者の視点からみれば、他

地域の電力系事業者各社のサービスは選択肢たり得ず、この点でＮＴＴ東西と同じ状

況である。したがって、指標の算出上は１者として取り扱う。 
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（４）ＣＡＴＶ市場 

 

ＣＡＴＶ市場については、複数の事業者が同一のＭＳＯの傘下にあるとみなされる

場合は、契約回線数における事業者シェア及びＨＨＩ等の算定において、当該事業者

の契約回線数を合算して１グループ会社として取り扱う。 
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第２章 ブロードバンド市場の主要指標の分析 

 

本章では、インターネット接続領域のうち、ブロードバンド市場全体の主要指標を

分析する。 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約回線数の推移 

 

ブロードバンド市場全体では、０９年３月末時点の契約回線数は３，０３１．２万

であり、増加を続けているが、増加率は低下している。サービス別にみると、ＦＴＴ

Ｈが増加を続ける一方、ＡＤＳＬは０６年３月以降減少している。 

 

【図表Ⅲ－４ ブロードバンド市場における契約回線数の推移】 
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（注）０４．３以前は一部推計値を含む。 

（出所）総務省資料 

 

（２）契約回線数の純増数推移 

 

ブロードバンド市場全体における契約回線数の純増数についてみると、ＡＤＳＬは

０７年１０月～０８年３月期以降７０万回線以上の純減が続いている。ＦＴＴＨも０
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７年３月～０７年９月期以降、純増数の減少が続いている。純増数の構成比について

みると、一貫して上昇していたＦＴＴＨの比率が、０８年４月～０８年９月期に微減

に転じている。 

 

【図表Ⅲ－５ ブロードバンド市場における契約回線数の純増数推移】 
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（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

9 
 

【図表Ⅲ－６ ブロードバンド市場における契約回線数の純増数の構成比】 
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（注）０４．３以前は一部推計値を含む。 

（出所）総務省資料 

 

（３）契約回線数の都道府県別普及率 

 

ブロードバンド市場における都道府県別普及率について、０７年１２月時点と０８

年１２月時点を比較すると、全ての都道府県においてＦＴＴＨの普及率は上昇してい

る。一方で、ＡＤＳＬの普及率は全ての都道府県で低下している。また、ＦＴＴＨの

普及率が高い都道府県は、比較的競争が進展していると考えられる関東及び近畿に集

中している。これらの地域では、ブロードバンド全体の普及率も比較的高い。 

 

当期増加率と前期増加率の差分（以下「普及増加率」「普及減少率」という。）につ

いてみると、ＦＴＴＨ普及増加率が高い都道府県はＡＤＳＬの普及減少率も高く、Ｆ

ＴＴＨ普及増加率が低い都道府県はＡＤＳＬの普及減少率も低いという傾向がある。

これは、ＦＴＴＨの普及が進展している地域においてはＡＤＳＬからのマイグレーシ

ョンが活発である一方で、ＦＴＴＨの普及が途上の地域においてはＡＤＳＬの解約率

が低いことを示しているといえる。また、ブロードバンド市場全体の普及増加率は、

全ての都道府県で、０７年１２月時点の普及増加率に比べ０８年１２月時点の値が低

い。ブロードバンド全体としての普及については、減速の兆候が見られると考えられ

る。 
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【図表Ⅲ－７ ブロードバンド市場における契約回線数の都道府県普及率】 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

北
海
道
●

青
森
県
●

岩
手
県
●

宮
城
県
●

秋
田
県
●

山
形
県
●

福
島
県
●

茨
城
県
●

栃
木
県
●

群
馬
県
●

埼
玉
県
●

千
葉
県
●

東
京
都
●

神
奈
川
県
●

新
潟
県
●

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県
●

長
野
県
●

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

ＦＴＴＨ（08.12） ＡＤＳＬ（08.12） ＣＡＴＶインターネット（08.12） ブロードバンド全体（08.12）

ＦＴＴＨ（07.12） ＡＤＳＬ（07.12） ＣＡＴＶインターネット（07.12） ブロードバンド全体（07.12）  
（注）（当該サービスの契約回線数／都道府県別世帯数）×１００により算出。 

（出所）総務省資料 
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【図表Ⅲ－８ ブロードバンド市場における契約回線数の都道府県普及増加率】 
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（注）当期普及率と前年同期普及率との差分。 

（出所）総務省資料 

 

 

２．競争状況の分析 

 

（１）事業者数 

 

ブロードバンド市場における参入事業者数についてみると、ＡＤＳＬ及びＣＡＴＶ

は横ばいの傾向、ＦＴＴＨは０８年６月までおおよそ増加していたものの、以降は横

ばいの傾向が見られる。 

 

また、サービスの重複提供状況を見ると、ブロードバンド市場全体に参入している

事業者数は４６５者であり、このうち、１サービスのみを提供している事業者が３５

４者（全体の７６．１％）、２サービスを提供している事業者が１０３者（全体の２

２．２％）、３サービス全てを提供している事業者が８者（全体の１．７％）となっ

ている。 
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【図表Ⅲ－９ ブロードバンド市場における参入事業者数の推移】 
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（出所）総務省資料 
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【図表Ⅲ－１０ ブロードバンド市場の参入事業者によるサービス重複提供状況】 
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90
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59

 

（出所）総務省資料 

 

（２）料金の状況 

 

図表Ⅲ－１１はブロードバンド市場におけるＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ及びＣＡＴＶの各

サービスにおける主要事業者の料金をグラフ化したものである。 

 

ブロードバンドサービスに関しては、電話やインターネット等の隣接するサービス

とセットとなって提供されている場合が多い。したがって、ここでは比較のため、電

話基本料を組み合わせた場合（ＦＴＴＨ及びＣＡＴＶの場合はＩＰ電話を利用するも

のとする）の料金を加えることとする。 

 

図表Ⅲ－１１で比較しているサービスはそれぞれ通信速度が異なるため、料金が異

なるのは当然であるといえる。しかしながら、集合住宅向けＦＴＴＨサービスの料金

が、ＡＤＳＬよりも低水準である点は、注目される。 
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【図表Ⅲ－１１ ブロードバンド市場におけるサービスの利用料金比較（０８年３月末時点）】 
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各種割引を考慮しない。 （出所）各社のウェブサイト

（１） （1）（4） （1） （5）（5） (2)（5）（3） （4）

 

 

（３）契約回線数の事業者別シェア 

 

ブロードバンド市場における契約回線数の事業者別シェアについてみると、０９年

３月末時点でＮＴＴ東西が４９．８％を占めている。ＮＴＴ東西は、０４年３月以降、

他の主要事業者がシェアを低下させているのとは対照的に、一貫してシェアを伸ばし

ており、５０％に近づいている。詳細は第４章でみるが、契約回線数に占めるＦＴＴ

Ｈの比率が伸びる中、そのＦＴＴＨにおいてＮＴＴ東西がシェアを伸ばしていること

が直接の原因である。 
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【図表Ⅲ－１２ ブロードバンド市場における契約回線数の事業者別シェア（０８年１２月末）】 
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（出所）総務省資料 

 

【図表Ⅲ－１３ ブロードバンド市場における契約回線数の事業者別シェアの推移】 
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（４）市場集中度の推移（上位３者シェア、ＨＨＩ） 

 

ブロードバンド市場における契約回線数の上位３者シェアは、０９年３月末時点で

７０．５％となっている。上位３者シェアは０４年６月から７０％程度の水準を維持

している。 

 

また、ブロードバンド市場における契約回線数のＨＨＩは０９年３月末時点で２８

４８となっている。ＨＨＩは０４年６月から上昇傾向にある。 

 

【図表Ⅲ－１４ ブロードバンド市場における契約回線数の上位３者シェア・ＨＨＩの推移】 
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３．地理的市場別の指標の分析 

 

（１）地域ブロック別の契約回線数 

 

 地域ブロック別の契約回線数についてみると、０８年１２月末時点で最も多いのは

関東で１，２４３．８万であり、次が近畿で５３２．３万、さらに東海が３６７．０

万と続いており、契約回線が多い地域は大都市圏に集中している。 

 

地域ブロックごとのサービス構成率についてみると、ＡＤＳＬ構成率は東北が相対

的に高く（５１．６％）、ＦＴＴＨ構成率は近畿が相対的に高い（５３．２％）。また、

ＣＡＴＶ構成率は北陸の高さが顕著である（２８．３％）。 

 

【図表Ⅲ－１５ ブロードバンド市場における地域ブロック別の契約回線数（０８年１２月末時点）】 
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（出所）総務省資料 
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【図表Ⅲ－１６ ブロードバンド市場における地域ブロック別契約回線数の構成比（０８年１２月末時点）】 
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（出所）総務省資料 

 

（２）地域ブロック別の市場集中度（上位３者シェア、ＨＨＩ） 

 

地域ブロック別の契約回線数の上位３者シェアは、全地域ブロックにおいて６０％

以上を占めており、とくに、東北及び沖縄においては９０％を超えている。 

 

一方で、ＨＨＩは、地域ブロックごとにばらつきが見られる。関東（２６７４）・

東海（２４７０）・近畿（２３３６）は相対的に低水準であり、これらの地域ブロッ

クにおいては他の地域に比べ競争的であるといえる。しかし、上位３者シェアの絶対

的水準の高さを勘案すれば、いずれの地域ブロックにおいても、全般的に寡占的であ

るといえる。 
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【図表Ⅲ－１７ ブロードバンド市場における地域ブロック別の契約回線数の上位３者シェア・ＨＨＩ】 

86.8%
90.3%

69.9%
67.1%

71.6%

70.4%

79.4%

84.2%

78.9%

90.9%

4768 

5015 

2674 
2470 

2999 

2336 

3329 3400 

2993 

4312 

0 

1000 

2000 

3000 

4000 

5000 

6000 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

北海道 東北 関東 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州 沖縄

上位３社シェア（左軸） ＨＨＩ（右軸）

（ＨＨＩ）（上位３社シェア）

 

（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

20 
 

４．競争状況の評価 

 

（１）２００８年度の動向 

 

１）契約回線数 

 

ブロードバンド市場における契約回線数は、０９年３月末時点で３，０３１．２万

に達し、増加を続けている。しかし、増加率は低下傾向にあり、０８年１２月末から

０９年３月末にかけての増加率０．７％は、０４年３月末から０４年６月末以降で最

も低い増加率である。また、各サービスの構成率についてみると、ＡＤＳＬのシェア

が低下する一方、ＦＴＴＨのシェアが上昇する傾向にある。 

 

純増数についてみると、０８年９月末～０９年３月末における純増数は５６．９万

となっている。０８年以降、ＡＤＳＬの純減が高止まりするなか、ＦＴＴＨの純増数

は減少傾向にあり、全体としての純増数は０７年に比べ小さい。 

 

都道府県別に普及増加率についてみると、全ての都道府県においてＡＤＳＬ普及増

加率が低下する一方、ＦＴＴＨ普及率が増加していることから、ＡＤＳＬからＦＴＴ

Ｈへのマイグレーションは現在でも全国的に進んでいるといえる。しかしながら、Ｆ

ＴＴＨの純増数は減少傾向にあり、マイグレーションのペースには鈍化の傾向が見ら

れる。 

 

２）シェア 

 

ブロードバンド市場に占めるＦＴＴＨのシェアの上昇に伴い、ＦＴＴＨにおいて契

約回線数シェアを上昇させているＮＴＴ東西はブロードバンド市場全体におけるシ

ェアも上昇させている（０９年３月末時点で４９．８％）。但し、シェアの伸びは鈍

化傾向が見られる（０６年４．２％、０７年３．７％、０８年３．４％）。 

 

他方、ＡＤＳＬにおいて一定の契約回線数シェアを有しているソフトバンクグルー

プ及びイー・アクセスが、ブロードバンド全体の市場において、ＮＴＴ東西に次いで

２位・３位のシェアとなっている。しかし、ＡＤＳＬ契約回線数全体の純減に伴い、

両者のシェアは低下傾向にある。 

 

３）ＮＴＴ東西によるＮＧＮを利用したサービスの開始（０８年３月～） 

 

ＮＴＴ東西は、０８年３月より、ハイビジョン相当のテレビ電話サービスやＱｏＳ

（Quality of Service）付きの動画配信サービスが実現可能となる次世代ネットワーク
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（ＮＧＮ：Next Generation Network）を利用したサービス（「フレッツ 光ネクスト」）

を開始しており、０９年６月時点で、東日本地域においては、全ての都道県の一部地

域でサービスが提供されており、西日本地域においては、静岡県、愛知県、三重県、

岐阜県、石川県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、岡山県、広島県、愛媛県、福岡

県、熊本県の一部地域でサービスが提供されている。 

 

今後、接続ルールの整備と相まって、ＮＴＴ東西のみならず、接続ルールに基づき

当該ＮＧＮを利用してブロードバンド回線サービスを提供する電気通信事業者や「フ

レッツ 光ネクスト」を利用した映像配信サービスを行うコンテンツプロバイダ等の

参入が予想され、ＦＴＴＨを中心とした一層の市場の活性化が期待される。 

 

（２） 市場支配力 

 

１）市場支配力の存在  

 

①  単独での市場支配力 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴ東西が市場支配力を単独で行使し得る

地位にあると評価する。現在の市場構造や事業者間の競争状況においては、一定の競

争ルールの存在なしには、契約回線数シェア１位のＮＴＴ東西が単独で価格及びその

他の条件を左右し得る地位にある蓋然性が高い。 

 

ａ）量的基準 

 

 ブロードバンド市場におけるＮＴＴ東西の契約回線数シェアは、ＦＴＴＨへのマイ

グレーションとともにＮＴＴ東西のシェアは一貫して上昇しており、０９年３月末時

点で４９．８％に達し、他の競争事業者のシェア（ソフトバンクグループ：１４．４％、

イー・アクセス：５．７％）との差を拡大している。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

加入者回線合計（メタル回線、光ファイバ回線等の総計）に占めるＮＴＴ東西のシ

ェアは９１．０％（０８年３月末）となっており、ＮＴＴ東西が保有するネットワー

ク5における加入アクセス部分は、ボトルネック性を有しているといえる。したがって、

競争事業者によるＡＤＳＬ及びＦＴＴＨのサービス提供は、ＮＴＴ東西の加入者回線

                                                  
5この場合のネットワークにはブロードバンド向けのネットワークのみならず、ＰＳＴＮ（Public 

Switched Telephone Networks：公衆交換電話網）や法人向けネットワーク等を含まれている。 



 

22 
 

の開放に依存する部分が大きく、ＮＴＴ東西は、当該設備の利用に対する各種手続等

を通じて、競争事業者に影響を与えることが可能な立場にある。 

 

加えて、ＮＴＴ東西は、ＡＤＳＬとＦＴＴＨの両方を全国的に展開しているほぼ唯

一の事業者であり、総合的な事業能力を有しているといえる。 

 

②  複数事業者による市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の事業者が協調して市場支配力を

行使し得る地位にあると評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ブロードバンド市場における契約回線数の上位３者シェアは、０９年３月末時点で

７０．５％であり、市場は寡占的であるといえる。また、上位３者シェアは０４年６

月末以降、横ばいで推移している。一方で、ＨＨＩは、０９年３月末時点で２８４８

であり、０４年６月末以降上昇傾向にある。これは、上位３者のなかで、シェアの格

差が拡大していることを示しており、具体的には、ＮＴＴ東西のシェアが上昇し、そ

れ以外の事業者のシェアが低下していることを反映している。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

ブロードバンド市場全体での契約回線数の伸びが鈍化傾向にあること、ブロードバ

ンド市場に参入している事業者数が横ばい傾向にあること等を考慮すれば、ブロード

バンド市場は成熟局面に近づきつつある可能性がある。 

 

また、サービス内容や定額制の料金体系等において、ブロードバンドサービスを提

供する事業者間に一定の同質性が生まれる傾向があると考えられる。このような市場

環境下では、シェアの格差が拡大した上位事業者間のなかで、シェアを上昇させてい

るＮＴＴ東西にとっては、協調のメリットは小さくなっていると考えられる。 

 

２）市場支配力の行使 

 

① 単独での市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、現行の規制や市場環境下においては、ＮＴＴ東西

が単独で市場支配力を行使する可能性は引き続き高くはないものの、固定電話市場か

らのレバレッジの懸念等があると評価する。 
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ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・サー

ビス規制が適用されており、市場支配力の行使を抑止・けん制するための一定の歯止

めとなる措置が講じられている。これらの規制は、一定程度有効に機能しており、総

合的に見て、ブロードバンド市場においてＮＴＴ東西が直ちに市場支配力を行使する

状況にはないと考えられる。 

 

しかしながら、成長が続くＦＴＴＨ市場においてＮＴＴ東西がシェアを上昇させて

いる一方で、ＡＤＳＬは全体で純減の局面にあり、ＮＴＴ東西のブロードバンド市場

におけるプレゼンスが相対的に高まってきているといえる。 

 

さらに、ＦＴＴＨサービスへの加入に際しては、固定電話料金の低廉化やＦＴＴＨ

サービスとの一括請求メリットをもたらす０ＡＢＪ－ＩＰ電話とのセット提供が行

われている。このセット提供は、固定電話市場でのシェア減少の歯止めとなるととも

に、ＦＴＴＨ市場におけるＮＴＴ東西のシェア上昇に繋がっている可能性がある。セ

ット提供自体が直ちに競争上問題となるものではないが、設定された価格水準等の提

供条件について引き続き注視すべきである。 

 

また、ＮＧＮに関しては、ＮＧＮサービス提供地域において新たに「ひかり電話」

を申し込む場合に「フレッツ 光ネクスト」の加入が必要とされており、こうした形

でのセット提供が消費者の選択肢を狭める可能性にも留意が必要である。 

 

加えて、ＮＴＴ東西は、ＮＴＴ加入電話の顧客情報によって営業面等で競争事業者

に対して優位となる可能性もある6。このように、ＮＴＴ東西による固定電話市場から

ＦＴＴＨ市場へのレバレッジ等によって、ＦＴＴＨ市場で市場支配力を行使すること

への懸念がある。 

 

② 複数の事業者による市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支配力

を行使する可能性は低いと評価する。 

 

                                                  
6ＮＴＴ加入電話の顧客情報によって営業面等で競争事業者に対して優位となる可能性について、

「競争セーフガード制度に基づく検証結果（２００８年度）の公表」（０９年２月２５日報道発表）

においては、加入電話移転・転居の手続の際のフレッツ光サービス営業の指摘や顧客情報のフレ

ッツ光サービス営業への利用のおそれ（意見４８～５０）について、活用業務の認可の条件や実

施の際の措置に抵触するものでありＮＴＴ東西へのルールの周知・徹底、ＮＴＴ東西の運用等の

注視を行うこととされている。 
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ブロードバンド市場は穏やかな拡大を続けており、規模の経済性やネットワーク外

部性が働きやすい市場であり、事業者間でのシェア獲得競争は引き続き展開されると

考えられる。 

 

また、従来の競争状況や、上位事業者の間でシェア１位と２位以下の格差が拡大し

ている点に鑑みれば、複数事業者間での協調関係を考慮する必然性が高いとは言えな

い。 

 

ただし、ＦＴＴＨへのマイグレーションには鈍化の傾向が見られ、ブロードバンド

市場において大幅な新規加入の獲得は難しいと考えられるため、シェア競争に関して

は変化が生じる可能性もあるため、今後の市場動向を注視する必要がある。特に、Ａ

ＤＳＬの契約回線数は純減傾向にあり、当該部分市場においては、事業者が協調に向

かう可能性が相対的に高いと考えられる点に留意が必要である。 

 

（３）利用者の観点からの考察 

 

インターネット接続領域に関する利用者の意向について、「平成２０年度電気通信

サービスモニターに対する第２回アンケート調査」 の結果をもとに考察する。 

 

図表Ⅲ－１８に示した調査結果からは、インターネット接続回線サービスを選択す

る理由のうち上位を占めるものとして、常時接続、利用料金、通信速度といったサー

ビス条件に関するものが上位を占めている。また、工事や手続等導入の容易さを理由

の２番目及び３番目に挙げている回答者が比較的多い。また、図表Ⅲ－１９に示した

調査結果からは、事業者を選択する理由として利用料金を１番目の理由に挙げている

回答者が多く、工事や手続等導入の容易さを２番目及び３番目に挙げている回答者が

多い。 

 

また、工事や手続等については、事業者の選択理由において２番目、３番目に挙げ

た回答者数が昨年度調査と比較して増加している7。モニター調査であるという点で、

一定の留意が必要であるものの、アンケート結果は、料金やキャンペーン等に加え工

事や手続等が事業者選択上重要度を高めていることを示しているとも考えられる。 

 

 

                                                  
7事業者の選択理由に工事・手続きを２位及び３位に挙げた回答者の比率はそれぞれ、平成１９年

度１５．２％、１５．８％から平成２０年度は２０．８％、２５．０％となっている。なお、Ｆ

ＴＴＨサービスの屋内配線の転用に関するルールの在り方に関して情報通信審議会において検討

が行われている。（０９年２月２４日諮問第１２１０号「電気通信市場の環境変化に対応した接続

ルールの在り方について」（http://www.soumu.go.jp/main_content/000010517.pdf）参照。） 
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【図表Ⅲ－１８ 現在加入しているインターネット接続回線を選択した理由】 
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（出所）総務省「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第２回アンケート調査」結果 

 

【図表Ⅲ－１９ 現在加入しているインターネット接続事業者を選択した理由】 
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あったから
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１番目

 

（出所）総務省「平成２０年度電気通信サービスモニターに対する第２回アンケート調査」結果 
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（４）今後の注視事項 

 

ブロードバンド市場におけるＮＴＴ東西のシェアは、ＦＴＴＨ市場でのシェア伸張

に伴って長期的に上昇傾向にある。これに伴って、ブロードバンド市場における卸売

市場の構造が変化していると考えられ、この状況がさらに続いていく場合に、ブロー

ドバンドの急速な普及をもたらした競争を通じた市場のダイナミズムに対して負の

影響を及ぼすことも懸念される8。従って、現行の競争ルールに関しても、市場の環境

変化を考慮に入れた不断の点検が行われるべきである。この点については、競争セー

フガード制度の運用に加え、情報通信審議会での検討9などが進められているため、当

面その検討結果を注視すべきである。 

 

上記に関連して、市場における競争動向の変化に関する分析も重要である。まず、

ブロードバンド市場における契約回線数の純増数の鈍化傾向が挙げられる。ブロード

バンド市場の拡大の鈍化が、市場の成熟によるものである場合、サービス提供を行う

事業者間の協調に結びつく場合も考えられるため、分析を深めることが必要である。 

 

また、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションについて鈍化の傾向が見られる

点も重要な変化である。例えば、サービスや事業者の選択で重視されている利用料金

については、集合住宅ではＦＴＴＨがＡＤＳＬよりも低水準にある。このような料金

面での優位性にもかかわらず、マイグレーションに鈍化の傾向が見られる要因につい

て分析を深める必要がある。また、このことが、ＦＴＴＨ市場でシェアを拡大してい

るＮＴＴ東西の市場支配力にどのような影響を及ぼすのかについては多角的に分析

を行う必要がある。 

 

さらに、ＮＴＴ東西によるＮＧＮを利用したサービス「フレッツ 光ネクスト」の

開始がブロードバンド市場に与える影響について注視すべきである。同サービスは、

未だ普及段階にあると考えられるものの、今後利用が拡大していくことが見込まれる

ことから、固定電話市場からのレバレッジの可能性などに関しては今後も注視すべき

である。また、ＩＰｖ６移行に伴うＮＴＴ東西のＮＧＮとＩＳＰとの間の接続方式の

変化がＩＳＰ部分市場に大きな影響を及ぼす可能性があり10、この点については、現

在進められている事業者間の協議や政策的な動向を含めて注視する必要がある。 

                                                  
8 自ら保有する加入者回線を自己のサービスに提供しているものの全加入者回線に占める割合は、

ＡＤＳＬの３７．５％に対し、ＦＴＴＨは８９．６％となっている。詳細は電気通信事業分野に

おける競争状況の評価２００７Ⅵ「事業者間取引が競争に及ぼす影響に関する分析」第３章「ブ

ロードバンドに係る卸売市場の分析」を参照。 
9 ０９年２月２４日情報通信審議会諮問第１２１０号「電気通信市場の環境変化に対応した接続

ルールの在り方について」（http://www.soumu.go.jp/main_content/000010517.pdf）参照。 
10「インターネット政策懇談会報告書」（総務省、０９年２月２３日公表）

（http://www.soumu.go.jp/main_content/000009979.pdf）を参照。 
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この他、技術革新によるブロードバンドサービスの多様化について、引き続き注視

する必要がある。特に無線を利用したブロードバンドについては、ＨＳＤＰＡ11によ

るデータ通信カードを利用するブロードバンドサービスの普及が拡大しており、また、

ＷｉＭＡＸや次世代ＰＨＳ等のサービス提供が可能となる広帯域移動無線アクセス

システム（ＢＷＡ）等の無線ブロードバンドが本格的にサービス提供される12。これ

らの新たなサービスが加わることによるブロードバンド市場への影響等について注

視していく必要がある。 

 

また競争状況の評価を行い政策にフィードバックする観点からは、従来のブロード

バンド政策の効果の検証も重要である。専門家との連携の下、パネルデータなどを用

いた分析等による政策効果の検証についても、今後、積極的に取り組むべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
11 ＨＳＤＰＡ（High-Speed Downlink Packet Access）：第 3世代携帯電話の通信技術である W-CDMA

に追加して実装する技術。W-CDMA より高度な変調方式を用いることにより、端末の受信状況がよ

い場合には、より多くの信号を送ることを可能としたもの。 
12ＵＱコミュニケーションズ株式会社（０９年２月から）及び株式会社ウィルコム（０９年４月か

ら）がエリア限定サービスを開始している。 
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【参考Ⅲ－１ 地域ブロック別の主要指標（ブロードバンド市場・０８年１２月末時点）】 

ＮＴＴ東日本
67.2%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
13.4%

ｲｰ･ｱｸｾｽ
6.2%

ＣＡＴＶ事業者
7.1%

その他
6.0%

０８年１２月末

契約回線数 １１０．３万

１ 北海道

ＮＴＴ東日本
68.3%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
18.1%

ＣＡＴＶ事業者
5.9%

その他

7.7%

０８年１２月末

契約回線数 ２００．９万

２ 東北

 

ＮＴＴ東日本
48.2%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
14.1%

ｲｰ･ｱｸｾｽ
7.7%

ＣＡＴＶ事業者
12.6%

その他
17.4%

０８年１２月末

契約回線数 １２４０．１万

３ 関東

ＮＴＴ西日本
46.4%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
15.0%

ＣＡＴＶ事業者
20.0%

その他

18.5%

０８年１２月末

契約回線数 ３６３．１万

４ 東海

 

ＮＴＴ西日本
52.0%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
14.5%

ＣＡＴＶ事業者
28.3%

その他
5.1%

０８年１２月末

契約回線数 ６３．０万

５ 北陸

ＮＴＴ西日本
42.1%

ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ及びｹｲｵﾌﾟ

ﾃｨ・ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ
15.1%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
13.2%

ＣＡＴＶ事業者
13.6%

その他
16.0%

０８年１２月末

契約回線数 ５２９．５万

６ 近畿

 

ＮＴＴ西日本
54.4%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
16.8%

ｴﾈﾙｷﾞｱ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ
8.2%

ＣＡＴＶ事業者
14.3%

その他
6.3%

０８年１２月末

契約回線数 １５１．８万

７ 中国

ＮＴＴ西日本
53.6%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
19.8%

ＳＴＮｅｔ
10.9%

ＣＡＴＶ事業者
11.1%

その他
4.7%

０８年１２月末

契約回線数 ７３．０万

８ 四国

 

ＮＴＴ西日本
50.1%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
18.5%

九州通信ﾈｯﾄﾜｰｸ
10.4%

ＣＡＴＶ事業者
14.4%

その他
6.7%

０８年１２月末

契約回線数 ２４２．３万

９ 九州

ＮＴＴ西日本
62.0%

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
19.0%

ＣＡＴＶ事業者
11.8%

その他
7.2%

０８年１２月末

契約回線数 ２１．９万

１０ 沖縄

 
（出所）総務省資料 
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第３章 部分市場としてのＡＤＳＬ市場の主要指標の分析 

 

本章では、インターネット接続領域のうち、部分市場としてのＡＤＳＬ市場の主要

指標を分析する。 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約回線数の推移 

 

ＡＤＳＬ市場全体では、０９年３月末時点の契約回線数は１，１１８．４万であり、

０６年６月以降減少を続けている。 

 

【図表Ⅲ－２０ ＡＤＳＬ市場における契約回線数の推移】 
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（注１）０４．３以前の東西別の数値は一部推計値が含まれる。 

（注２）０４．１２及び０５．６の地域別の契約回線数については、電気通信事業報告規則において都道府県別データの集計を

行っていないため未算出。 

（出所）総務省資料 

 

（２）契約回線数の純増数推移 

 

 ＡＤＳＬ市場全体における契約回線数の純増数についてみると、０６年４月～０６
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年９月期以降純減に転じ、０７年１０月～０８年３月期以降は７０万回線台の純減で

ある。この純減の傾向は東日本地域・西日本地域の別に関係なく共通した傾向である。 

 

【図表Ⅲ－２１ ＡＤＳＬ市場における契約回線数の純増数推移】 
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（注）０４．３以前の東西別の数値は一部推計値が含まれる。 

（出所）総務省資料 
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２．競争状況の分析 

 

（１）事業者数 

 

ＡＤＳＬ市場における参入事業者数についてみると、近年は横ばいで推移している。 

 

【図表Ⅲ－２２ ＡＤＳＬ市場における参入事業者数の推移】 
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（注１）０４年６月以降に報告規則に基づき契約数の報告を受けた事業者の数を示す。東日本地域及び西日本地域の事業者数に

ついては、報告規則における提出時期の関係上、０５年３月末時点からの把握となっている。 

（注２）０５．６の地域別参入事業者数については、電気通信事業報告規則において都道府県別データの集計を行っていないた

め未算出。 

（出所）総務省資料 

 

（２）料金の状況 

 

１）料金水準の変化 

 

図表Ⅲ－２３は主要事業者の料金推移をグラフ化したものである。 

 

ＮＴＴ東西及びイー・アクセス（＠ｎｉｆｔｙ）が、０１年９月のソフトバンクＢ

Ｂの市場参入に前後して当時提供中のサービス（ＮＴＴ東西は１．５Ｍｂｐｓと８Ｍ

ｂｐｓ、イー・アクセス（＠ｎｉｆｔｙ）は１．５Ｍｂｐｓ）の料金を値下げした時
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期以降、値下げを行った例は少ない。 

 

また、ＡＤＳＬは技術革新による高速化のペースが速く、高速サービスが既存のサ

ービスとほとんど差のない料金で次々に市場投入されてきたが、０６年以降、サービ

スの高速化は見られない。一方で、イー・アクセス（＠ｎｉｆｔｙ）はエントリーコ

ース（９６０ｋｂｐｓ相当）とライトコース（５Ｍｂｐｓ相当）の新規受付を０８年

８月に終了しており、低速のＡＤＳＬサービスは終了する方向にある。 

 

基本料金に変更がない場合であっても、新規顧客獲得のために、初期費用や加入後

２～３ヶ月間の基本料を無料にするといった販売促進キャンペーンが一般化してお

り、これらのキャンペーンには実質的な値下げの側面があるが、近年このようなキャ

ンペーンはＦＴＴＨを中心に展開されている。 

 

このように、名目上の料金水準には０２年以降ほとんど変化は見られず、また、性

能や品質、さらにはキャンペーンやセット割引を考慮した実質的な料金についても下

げ止まりの状況にある。 

 

２）東日本地域／西日本地域における料金水準  

 

地域別の料金を把握するために、ここではＮＴＴ東西の料金推移を比較する。０２

年１１月の１２Ｍタイプのサービス提供開始までは、両社は同一料金を設定していた

が、０３年３月以降は異なる料金によるサービス提供を行っている。 

 

図表Ⅲ－２３によると、ＮＴＴ西日本の方が料金水準は高くなっているが、ＮＴＴ

西日本はＮＴＴ東日本が提供していない割引サービスも提供しており、割引適用後の

料金では、同水準ないしＮＴＴ西日本の方が割安になっている。 
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【図表Ⅲ－２３ ＡＤＳＬの料金の推移（東日本地域／西日本地域におけるシェア上位３者）】 

 

１　ＮＴＴ東日本
（月額料金・円／月（税抜き））

5,000

フレッツ・ＡＤＳＬ　1.5M（開始は00.12　01.2～　4,050円）

2,000

1,000

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3 07.10 08.3 09.1

（注１）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金、加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料は含まない。
（注２）１．５Ｍ以外でもマイラインプラスとのセット割引があるが、本図では記入していない。

4,000

3,000

（01.12～ 2,900円）

細破線部分はマイラインプラスとの

セット割引 2,610円 （02.12～ 2,600円）

細破線部分はマイラインプラスとの

セット割引 2,340円 (04.2～)

１年目適用料金 1,800円（太破線部分）

２年目以降適用料金 2,600円（実線部分）

細破線部分はマイラインプラスとのセット割引 2,340円

（01.10～ 3,100円）

フレッツ・ＡＤＳＬ 8M

（01.12～ 3,100円）

フレッツ・ＡＤＳＬ モア(12Mタイプ)

（02.11～ 3,200円）

8M：02.12～ 2,650円

フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅡ(24Mタイプ)

（03.7～ 2,750円）

フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅡ(40Mタイプ)

（03.12～ 2,750円）
フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅢ(47Mタイプ)

（04.8～ 2,800円）

06.1 1年目割引メニュー廃止

フレッツ・ＡＤＳＬ エントリー(１Mタイプ)

（05.12～ 1,600円）

（01.7～ 3,800円）

 

２　ＮＴＴ西日本
（月額料金・円／月（税抜き））

5,000

フレッツ・ADSL　1.5M（00.12～ 4,600円、01.2～　4,050円）

2,000

1,000

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 06.10 07.3 09.1

（注１）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金、加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料は含まない。
（注２）1.5M以外でもマイラインプラスとのセット割引があるが、本図では記入していない。
（注３）「フレッツ・ずっと割引」は自動適用、「フレッツ・あっと割引」は申込が必要なサービス。

4,000

3,000

1.5M（01.12～ 2,900円）

細破線部分はマイラインプラスとのセット

割引

2,610円

1.5M（03.3～ 2,700円）

細破線部分はマイラインプラスとのセット割引

2,430円
※ フレッツ・ずっと割引（04.4～）

●「モア40」の場合：

１年～２年目：2,831円(＋マイラインプラス割引を併用 2,547円）

２年超：2,682円（マイラインプラス割引を併用 2,413円）

※ フレッツ・あっと割引（04.4～）

●「モア40」の場合：

2,682円（マイラインプラス割引を併用 2,413円）

1.5M（01.10～ 3,100円）

フレッツ・ADSL 8M

（01.12～ 3,100円）

フレッツ・ADSL モア(12Mタイプ)

（02.11～ 3,200円）

8M（03.3～ 2,800円）

モア（03.3～ 2,900円）

フレッツ・ADSL モア24(24Mタイプ)

（03.7～ 2,980円、04.2～ 2,950円）

フレッツ・ADSL モア40(40Mタイプ)

（04.1～ 2,980円）

フレッツ・ADSL モアスペシャル(47Mタイプ)

（04.8～ 2,980円）

1.5M（01.7～ 3,800円）

３　Yahoo!BB（ソフトバンクＢＢ）、＠nifty＋イー・アクセス
（月額料金・円／月（税抜き））

6,000

5,000

2,000

1,000

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.705.10 06.4 06.10 07.3 07.10 08.3 09.1

（注）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金を含む。NTT東西加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料、ＮＴＴ・ＡＤＳＬ回線使用料は含まない。

4,000

3,000

@ｎifty・イーアクセス 1.5M（H12.11開始(当初0.6M)、H13.2～ 6,500円 1.5Mに変更）

（01.4～ 5,800円）

（01.9～ 3,980円）

（01.11～ 2,980円)

@ｎifty・イーアクセス 8Ｍ/12Ｍコース、03.7～スタンダードコース

（8M相当、01.11～ 3,280円 、12M相当 02.10～3,380円、03.7～ 3,280円）

@ｎifty・イーアクセス ライトコース

(1M(03.05～)/3M(05.04～)/5M(06.06～)相当 2,000円

@ｎifty・イーアクセス ハイスピードコース

（24/26M相当。03.7～ 3,480円）

（03.11から40Mに変更） @ｎifty・イーアクセス ﾆｭｰｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞｺｰｽ

47M相当 H04.2～ 2,880円（04.11～50M相当に変更）

@ｎifty・イーアクセス エントリーコース

(960k相当 05.7～ 1,780円

@ｎifty・イーアクセス バリューコース

（12M相当 06.10～ 1,880円）
※イーアクセスエリア外はライトコースを提供

Yahoo!BB 8M（01.9～ 2,280円）

Yahoo!BB 12M（02.8～ 2,480円）

Yahoo!BB 26M(03.7～ 2,680円)

Yahoo!BB 50M(04.1～ 2,780円)

（04.9に45Ｍから50Ｍに変更、06.2～ 50Ｍ Ｒｅｖｏ開始）

08.8新規受付終了

@ｎifty・イーアクセス 39Mコース

08.8～ 2,380円

@ｎifty・イーアクセス 50Mコース

08.8～ 2,880円

@ｎifty・イーアクセス

12Mコース

08.8～ 1,880円

08.8新規受付終了

 
（出所）対象事業者ＨＰ 
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（３）契約回線数の事業者別シェア 

 

ＡＤＳＬ市場における契約回線数の事業者別シェアについてみると、全国では０５

年３月以降、ＮＴＴ東西がシェア１位を占めていたが、その後ＮＴＴ東西のシェアは

低下し、０７年９月時点でソフトバンクＢＢと並び、０７年１２月時点でソフトバン

クＢＢが逆転した。以降は、ソフトバンクＢＢがシェア１位となっている。 

 

 地域別で見ると、東日本地域においては、０９年３月時点においてもソフトバンク

がシェア１位となっている。他方、西日本地域においては、０８年６月以降、ソフト

バンクＢＢとＮＴＴ西日本のシェアが拮抗している。 

 

【図表Ⅲ－２４ ＡＤＳＬ市場における契約回線数の事業者別シェアの推移（全国）】 

34.9% 34.8% 36.8% 37.8% 37.9% 38.0% 38.2%
ソフトバンクＢＢ

38.4%

20.7% 20.7%
19.9% 19.0% 18.9% 18.8% 18.6%

ＮＴＴ東日本

18.4%

17.4% 18.5% 18.1% 17.7% 17.6% 17.5% 17.4%
ＮＴＴ西日本

17.3%

13.3% 13.2% 13.7% 14.6% 14.8% 15.1% 15.3%
イー・アクセス

15.5%

9.4% 8.6% 7.8% 7.5% 7.5% 7.3% 7.2% アッカ・ネットワークス

7.1%

4.3% 4.3% 3.6% 3.5% 3.4% 3.3% 3.2% その他 3.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

05.3 06.3 07.3 08.3 08.6 08.9 08.12 09.3  
（出所）総務省資料 
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【図表Ⅲ－２５ ＡＤＳＬ市場における契約回線数の事業者別シェアの推移（東日本地域／西日本地域）】 

38.2% 38.4% 37.0% 35.5% 35.4% 35.0% 34.7%
ＮＴＴ東日本

34.4%

31.4% 31.9% 34.3% 35.5% 35.6% 35.9% 36.1%
ソフトバンク

ＢＢ

36.4%

15.5% 15.6%
16.1% 16.9% 17.1% 17.4% 17.7%

イー・アクセス

17.8%

11.0% 10.3% 9.4% 9.1% 9.0% 8.9% 8.7%
アッカ・

ネットワークス

8.6%

3.9% 3.9% 3.2% 3.0% 2.9% 2.9% 2.8% その他 2.7%

0%
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40%

50%

60%

70%

80%

90%
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38.0% 40.0% 39.1% 37.9% 37.8% 37.7% 37.5%
ＮＴＴ西日本

37.2%

39.1% 38.1% 39.8% 40.5% 40.5% 40.5% 40.6%
ソフトバンク

ＢＢ

40.7%

10.8% 10.5% 11.1% 11.9% 12.1% 12.3%
12.6% イー・アクセス

12.8%

7.4% 6.7% 6.0% 5.7% 5.7% 5.6% 5.5% アッカ・

ネットワークス

5.4%

4.7% 4.7% 4.0% 4.0% 3.9% 3.9% 3.8% その他 3.9%

0%

10%
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90%
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【西日本地域】【東日本地域】

 
（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

36 
 

（４）市場集中度の推移（上位３者シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３者シェアの推移 

 

 ＡＤＳＬ市場における契約回線数の上位３者シェアについてみると、０９年３月末

時点で全国では８９．６％、東日本地域では８８．７％、西日本地域では９０．７％

であり、０４年９月以降ほぼ上昇を続けている。 

 

【図表Ⅲ－２６ ＡＤＳＬ市場における契約回線数の上位３者シェアの推移】 

85.6%

83.7%

85.9%

86.2%
86.3% 86.6% 86.7% 86.8%

87.1%

87.6%
87.9%

88.3%
88.6% 88.7% 88.9% 89.0% 89.0% 89.2% 89.3%

89.5% 89.6%

84.7%
85.1%

85.4% 85.5%
85.9%

86.4%
86.7%

87.1%
87.4% 87.5% 87.7% 87.8% 87.9% 88.1% 88.3%

88.5% 88.7%

87.5%
87.9%

88.3% 88.3%
88.6%

89.0%
89.3%

89.7%
89.9% 90.1% 90.2% 90.3% 90.3% 90.4% 90.5%

90.7% 90.7%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

04.3 04.6 04.9 04.12 05.3 05.6 05.9 05.12 06.3 06.6 06.9 06.12 07.3 07.6 07.9 07.12 08.3 08.6 08.9 08.12 09.3

全国 東日本地域 西日本地域  

（注１）ＮＴＴ東西は１者としてシェア算出を行っている。 

（注２）０４．１２及び０５．６の地域別の上位３者シェアについては、電気通信事業報告規則において都道府県別データの集

計を行っていないため未算出。 

（出所）総務省資料 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

ＡＤＳＬ市場における契約回線数のＨＨＩについてみると、０９年３月末時点で全

国では３０５０、東日本地域では２９０９、西日本地域では３２４７であり、０７年

以降おおむね横ばいである。 
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【図表Ⅲ－２７ ＡＤＳＬ市場における契約回線数のＨＨＩの推移】 

2884 2884 2896 
2915 

2940 
2962 

2983 2982 2994 
3017 

3032 
3049 3054 3058 3056 3053 3044 3047 3044 3049 3050 
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04.3 04.6 04.9 04.12 05.3 05.6 05.9 05.12 06.3 06.6 06.9 06.12 07.3 07.6 07.9 07.12 08.3 08.6 08.9 08.12 09.03

ＨＨＩ（全国） ＨＨＩ（東日本地域） ＨＨＩ（西日本地域）  

（注１）ＮＴＴ東西は１者としてシェア算出を行っている。 

（注２）０４．１２及び０５．６の地域別のＨＨＩについては、電気通信事業報告規則において都道府県別データの集計を行っ

ていないため未算出。 

（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

38 
 

３．競争状況の評価 

 

（１）２００８年度の動向 

 

１）契約回線数 

 

０９年３月末時点のＡＤＳＬ市場における契約回線数は１，１１８．４万であり、

０６年６月以降減少を続けている。 

 

要因としては、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが挙げられる。契約回

線数の純減傾向は、ＦＴＴＨへのマイグレーションを推進しているＮＴＴ東西におい

ては早期から顕著であったが、０７年６月以降、それまで契約回線数を純増させてい

た競争事業者においても、純減傾向が見られるようになった。ただし、前章で示した

とおり、０８年以降、マイグレーションに鈍化の傾向が見られ、ＦＴＴＨ利用者のＡ

ＤＳＬ回帰を含め、今後もＡＤＳＬが純減を続けるかについては注視する必要がある。 

 

２）シェア 

 

０７年１２月末以降、ソフトバンクＢＢが全国においてＮＴＴ東西を抜きシェア１

位となっている。これは、第一種指定電気通信設備制度に基づく競争ルールの下で、

ＡＤＳＬについて活発な競争が展開されてきたことを示しているといえる。 

 

 しかしながら、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションをはじめ、ＮＴＴ東西

によるＮＧＮを利用したサービス及びＢＷＡ等のワイヤレスブロードバンドサービ

ス等の進展次第では、ＡＤＳＬ市場における競争の構造に大きな変動が生じる可能性

がある。 

 

（２）市場支配力 

 

１）市場支配力の存在  

 

①  単独での市場支配力 

  

以下の判断要素等を総合的に勘案し、ソフトバンクＢＢは市場支配力を単独で行使

し得る地位にはないと評価する。一方で、ＮＴＴ東西は市場支配力を単独で行使し得

る地位にあると評価する。現在の市場構造や事業者間の競争状況においては、一定の

競争ルールの存在なしには、ＮＴＴ東西が単独で価格その他各般の条件を左右し得る

蓋然性が高い。したがって、一定の競争ルールの存在がなければ、契約回線数シェア
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１位のソフトバンクＢＢであっても継続的なサービスの提供が困難となる可能性が

ある。 

 

ａ）量的基準 

 

ＡＤＳＬ市場における０９年３月末時点の契約回線数シェアは、ソフトバンクが１

位（３８．４％）である。しかしながら、２位のＮＴＴ東西（３５．７％）とのシェ

ア格差はわずかであり、０８年３月以降その差は安定的である。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

加入者回線のうち、ＡＤＳＬに用いられるメタル回線に占めるＮＴＴ東西のシェア

は９９．８％（０８年３月末時点）を占め、ＮＴＴ東西が保有するメタル回線に係る

ネットワーク13における加入アクセス部分は独占的であるといえる。 

 

以上により、競争事業者によるＡＤＳＬのサービス提供は、ＮＴＴ東西の加入者回

線の開放に依存する部分が大きく、ＮＴＴ東西は、当該設備の利用に対する各種手続

等を通じて、競争事業者に影響を与えることが可能な立場にある。 

 

② 複数事業者による市場支配力 

 

 以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の事業者が協調して市場支配力を

行使し得る地位にあると評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ＡＤＳＬ市場における上位３者シェアは０９年３月末時点で８９．５％、ＨＨＩは

３０５０であり、市場は寡占的であるといえる。また、ＨＨＩは横ばいで推移してい

るものの、上位３者シェアは上昇しており、市場集中度は高まっているといえる。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

契約回線数は減少を続け、参入事業者数が横ばいで推移するなど、市場は既に成熟

段階にあり、ＦＴＴＨへのマイグレーションが進むなかで、ＡＤＳＬ市場内での生き

残りのため、競争から協調へと向かう可能性がある。 

                                                  
13この場合のネットワークには、ブロードバンド向けのネットワークのみならず、ＰＳＴＮ（Public 

Switched Telephone Networks：公衆交換電話網）や法人向けネットワーク等が含まれている。 
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また、電子メール、インターネット接続等のサービス内容や定額制の料金体系等に

おいて、ＡＤＳＬサービスを提供する事業者間に一定の同質性が生まれる傾向にある。 

 

２）市場支配力の行使 

 

①  単独での市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、現行の規制や市場環境下においては、ＮＴＴ東西

が単独で市場支配力を行使する可能性は低いと評価する。 

 

ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・サー

ビス規制が適用されており、市場支配力の行使を抑止・けん制するための一定の歯止

めとなる措置が講じられている。これらの規制は、一定程度有効に機能しているもの

と考えられる。 

 

その結果、ＡＤＳＬサービスにおいては、ソフトバンクＢＢの契約回線数シェアが

ＮＴＴ東西を抜き１位となるなど、対抗し得る有力な競争事業者が現に存在している。 

 

また、ブロードバンド市場内におけるＦＴＴＨやＣＡＴＶからの競争圧力も存在し

ており、価格を引き上げることは容易ではないと考えられる。 

 

② 複数の事業者による市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支配力

を行使する可能性は低いと評価する。 

 

ＡＤＳＬ市場に関しては、新規加入キャンペーンの積極展開や高速化に伴う実質的

な料金の値下げ、固定電話や携帯電話との連携サービス等による新規顧客獲得競争が

これまで活発に展開されてきており、市場の成熟の傾向は見られるものの、他の部分

市場における競争は概ね活発であり、ＡＤＳＬ市場のみで協調を行う可能性は低いと

考えられる。 

 

また、ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・

サービス規制が適用されており、競争圧力の低下は見られるものの、参入障壁が高い

とは言えない。 

 

更に、従来の競争状況を鑑みれば、複数事業者間での協調関係を考慮する必然性は
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低いと考えられる。 

 

（３）今後の注視事項 

 

 ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが鈍化している可能性があり、かつ、

ＡＤＳＬ市場はＮＴＴ東西のみならず、競争事業者も含めて縮小局面となっている。

このような成熟傾向にある市場において、競争優位にある特定の事業者のシェアが一

層高まり、複数の事業者による価格面における暗黙の協調が生じる可能性等について

は、今後引き続き注視が必要である。また、固定電話市場における市場支配力をレバ

レッジとして、ＡＤＳＬ市場での影響力を拡大する行為がないか、引き続き注視が必

要である。 

 

なお、ＦＴＴＨへのマイグレーションが安定的に進む場合、現行のＡＤＳＬのサー

ビス内容の劣化、品質低下等が生じ、消費者利益に影響を与えるような事象が生じる

懸念もあるが、逆にＦＴＴＨからＡＤＳＬへの乗り換え行動が発生し、相互の乗り換

えが相殺された結果である場合には、このような懸念は薄いと考えられる。乗り換え

行動について、利用者行動の実態を把握することが望ましい。 
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第４章 部分市場としてのＦＴＴＨ市場の主要指標の分析 

 

本章では、インターネット接続領域のうち、部分市場としてのＦＴＴＨ市場の主要

指標を分析する。 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約回線数の推移 

 

ＦＴＴＨ市場全体では、０９年３月末時点の契約回線数は１，５０１．７万であり、

増加が続いている。ただし、契約回線数の伸び率（四半期）は減少傾向にあり、０９

年３月末で４．２％（０８年３月末７．３％）となっている。 

 

部分市場別にみると、戸建て住宅市場の契約回線数が集合住宅市場の回線数を上回

って推移している（０９年３月末時点で集合住宅市場４１．３％、戸建て住宅市場５

８．７％）。ただし、戸建て住宅市場については、電気通信事業報告規則において報

告を受けるデータの便宜上、戸建て向けサービスとビジネス向けサービスが同一扱い

となっているため、それぞれを正確に把握することはできない。 

 

ＦＴＴＨサービスは集合住宅向けから開始された。集合住宅のように１芯の光ファ

イバを棟内で分岐して利用することができない戸建て住宅では、光ファイバの敷設に

時間を要し、また、同一棟内で複数の顧客獲得が可能である集合住宅のような収益上

の利点も少ない。しかし、近年では、ＮＴＴ東西、電力系事業者ともに戸建て向けサ

ービスにも力を注いでいる。 
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【図表Ⅲ－２８ ＦＴＴＨ市場における契約回線数の推移】 
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（注）０４．６以前は一部推計値が含まれる。 

（出所）総務省資料 

 

（２）契約回線数の純増数推移 

 

ＦＴＴＨ市場全体における契約回線数の純増数は、０８年１０月～０９年３月期時

点で１２６．１万回線であり、純増数のピークであった０７年４月～０７年９月期の

１７１．３万回線以降、減少を続けている。 

 

主要事業者別にみると、純増数に占めるＮＴＴ東西の割合は大きいが、ＮＴＴ東は

０７年４月～０７年９月期以降、純増数を減少させており、ＮＴＴ西も０７年１０月

～０８年３月期には純増数を伸ばしたものの、０８年４月～０８年９月期以降、純増

数を減少させた。電力系事業者及びＫＤＤＩは、ＮＴＴ東西に比べ絶対数は小さいが、

一定の純増数を維持している傾向にある。 
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【図表Ⅲ－２９ ＦＴＴＨ市場における契約回線数の純増数推移】 
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（単位：万回線）

 

（注１）０４．６以前は一部推計値が含まれる。 

（注２）０６．１０以降については、０７年１月に東京電力がＫＤＤＩにＦＴＴＨ事業を承継したことに伴い、「その他」の項

目からＫＤＤＩ分の純増数を除き、「ＫＤＤＩ」の項目を新たに設け充当し、更に「電力系事業者」から旧東京電力分

の純増数を除き、「ＫＤＤＩ」に充当している。 

（注３）ファミリーネット・ジャパンは０４年８月に株式が大京からテプコシステムズとパワードコムに譲渡されたため、０５

年３月末以降については、「その他」から「電力系事業者」に分類を改めることとし、データを修正した（下線部分）。 

（出所）総務省資料 
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２．競争状況の分析（ＦＴＴＨ市場全体） 

 

（１）事業者数 

 

ＦＴＴＨ市場における参入事業者数についてみると、０７年度に増加が止まった時

期があるものの、０８年度に入り再び増加を続けている。ＦＴＴＨ市場のなかでは、

０７年度以降戸建て住宅市場への参入事業者数が増加したが、０８年度は横ばいとな

っている。 

 

事業者の構成についてみると、ＮＴＴ東西、ＫＤＤＩ、ソフトバンクテレコムなど

の全国展開を行っている事業者のほか、電力系事業者、ＣＡＴＶ事業者、地方自治体、

マンション内ＩＳＰ14などが含まれている。 

 

ＦＴＴＨは、伝送路としての光ファイバの整備がなければサービス提供ができない。

しかし、光ファイバの伝送能力はメタル回線に比べ格段に大きく、技術的には一本の

光ファイバを様々な形で共用することが可能である。このため、ＦＴＴＨ市場はＡＤ

ＳＬに比べて市場構造が複雑であり、事業者の類型は多様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
14集合住宅に居住する利用者にインターネット接続サービスを提供する事業者。これらの事業者は

光ファイバを用いたネットワークを自ら設置することはせず、ディベロッパーなどと提携をしつ

つ、ＮＴＴ東西などのネットワークを保有する事業者に依存してサービスを提供している。 
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【図表Ⅲ－３０ ＦＴＴＨ市場における参入事業者数の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

（２）料金の状況 

 

図表Ⅲ－３１は主要事業者の料金推移をグラフ化したものである。また、図表Ⅲ－

３２は、主要事業者の主要サービスの料金比較を行ったものである。 

 

各事業者とも、０１年以降段階的に料金の引き下げを行ってきているが、０５年以

降は同水準で推移している。 

 

事業者別の傾向としては、電力系事業者は積極的に料金の引き下げを行っている一

方で、ＮＴＴ東西はＮＧＮを利用したメニュー（フレッツ光ネクスト）を従来のメニ

ューと同価格で提供し、実質的な値下げを図っている。以上の背景により、ＩＳＰ料

金を含めて考えると、ＮＴＴ東西の料金は競争事業者と比べて高い場合も低い場合も

存在する。 

 

とりわけ集合住宅市場において低廉化が顕著であり、料金水準はＡＤＳＬに匹敵す

る水準まで下がっている。戸建て住宅市場においては、ケイ・オプティコムがＩＳＰ

料金込みで月額４，７６２円と安価で提供を行っているが、平均水準はＩＳＰ料金込

みで月額５，０００～６，０００円台である。 
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また、事業者によっては各種割引料金を提供している。例えば、近畿圏においては、

キャンペーン料金を地域限定的に適用すること等により、ＮＴＴ西日本とケイ・オプ

ティコムが料金競争を展開している（図表Ⅲ－３１）。 
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【図表Ⅲ－３１ 主なＦＴＴＨサービスの料金の推移】 
１　ＮＴＴ東日本
（月額料金・円／月（税別））

40,000 Ｂフレッツ・ビジネスタイプ（01.11～　40,000円)

10,000

Ｂフレッツ・ベーシックタイプ（01.8～　9,000円）

5,000
（03.4～　4,500円）

（04.9～　2,900円）

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 06.4 06.10 07.3 07.10 08.3 08.10 09.3

（注）ＩＳＰ料金、付加機能使用料、屋内配線利用料、回線終端装置使用料は含まない。

Ｂフレッツ・ハイパーファミリータイプ

（04.11～ 4,500円）
（05.2～ 4,100円）

Ｂフレッツ・ニューファミリー

Ｂフレッツ・ファミリータイプ（01.8～ 5,000円）

Ｂフレッツ・マンションタイプ（プラン１）

（H13.8～ 3,800円）

（01.12～ 3,500円）

（03.7～ 2,850円）

Ｂフレッツ・マンションタイプ（プラン２）

Ｂフレッツ・マンションタイプ（プラン２ハイパー）

（06.4～ 2,500円）

Ｂフレッツ・マンションタイプ ミニ

(06.4～ 3,500円）

（04.9～ 2500円）Ｂフレッツ・ビルタイプ（プラン２）

（03.11～ 3,850円）

Ｂフレッツ・ビルタイプ（プラン

１）

フレッツ光ネクスト・ビジネスタイプ

（08.10～ 40,000円）

フレッツ光ネクストファミリータイプ

（08.10～ 4,100円）

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ ミニ

（08.10～ 3,500円）

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ プラン

1

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ プラン

2

 
２　ＮＴＴ西日本
（月額料金・円／月（税別））

40,000 Ｂフレッツ　ビジネスタイプ(01.11～　40,000円)

10,000

Ｂフレッツ　ベーシックタイプ（01.8～　9,000円）

5,000

Ｂフレッツ　マンションタイプ　プラン１（01.8 　3,800円）

（04.9～　2,600円）

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 06.4 06.10 07.4 07.10 08.4 08.10 09.1

（注１）ＩＳＰ料金、付加機能使用料、回線終端装置使用料は含まない。
（注２）「フレッツ・あっと割引」：2年間の継続利用を条件に利用料10％割引（申し込み制）。≪例≫フレッツ・光プレミアム ファミリータイプの場合：3,870円
（注３）「フレッツ・ずっと割引」：利用開始～１年までが通常料金、１年～２年までが５％割引、２年～が１０％割引（自動適用）。
　　　　≪例≫フレッツ・光プレミアム　ファミリータイプの場合：利用開始～1年まで4,300円、1年～2年まで4,085円、2年～3,870円
（注４）「光ぐっと割引」：フレッツ・光プレミアム ファミリータイプが最初の1年間3,000円（地域限定、キャンペーン期間を設定して実施）
　　　　対象地域：静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、広島県、福岡県

Ｂフレッツ マンションタイプ プラン２

（01.12～ 3,000円）

フレッツ・光プレミアム

ファミリータイプ

（05.3～ 4,300円）Ｂフレッツ ファミリー100タイプ

（02.9～ 4,300円）

※ （04.4～ ）

「フレッツ・ずっと割引」、

「フレッツ・あっと割引」

開始

フレッツ・光プレミアム

マンションタイプ プラン１

フレッツ・光プレミアム

マンションタイプ プラン

２

※ （05.6～）

「光ぐっと割引」

開始

Ｂフレッツ ファミリータイプ

（01.8～ 5,000円）

（04.9～ 3,100円）

フレッツ・光プレミアム

エンタープライズタイプ

（06.8～ 19,000円）

Bフレッツ ワイヤレスタイプ プラン１

（03.10～ 3,500円）

Bフレッツ ワイヤレスタイプ プラン

２

（01.12～ 3,500円）

フレッツ・光プレミアム

マンションタイプ プラン・ミニ

（07.9～ 3,900円）

フレッツ光ネクスト・ビジネスタイプ

（08.10～ 40,000円）

フレッツ光ネクストファミリータイプ

（08.10～ 4,300円）

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ ミニ

（08.10～ 3,900円）

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ プラン

1

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ プラン

2
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３　ケイ・オプティコム、東京電力・ＫＤＤＩ（＋ニフティ）
（月額料金・円／月（税別））

55,000

40,000

35,000

30,000

25,000

16,000

10,000

5,000

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3 08.1

（注１）ＩＳＰ料金を含む。また、付加機能料、割引サービス等は加味していない。
（注２）端末設備使用料・モデム使用料を含む（★のサービスを除く）。
（注３）ニフティが料金設定している「ＴＥＰＣＯ」サービスの回線提供は、０２年４月～０６年１２月は東京電力、０７年１月以降はＫＤＤＩが行っている。

ケイ・オプティコム eoホームファイバー（02.4～ 6,000円）

東京電力・ニフティ ＴＥＰＣＯひかり・ホームタイプ（02.4～ 9,900円）

東京電力・ニフティ ＴＥＰＣＯひかり・マンションＶ（04.5～ 4,300円）

東京電力・ニフティ ＴＥＰＣＯひかり・マンションＥ（04.9～ ３７００円）★

ケイオプティ・サイバーポート eoメガファイバー

ＶＤＳＬ方式（01.6～ 3,980円）★

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス8個)（02.10～ 39,800円）

（03.10～ 34,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス1個)（02.10～ 31,290円）

（03.10～ 24,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス16個)（03.10～ 54,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(動的グローバルＩＰアドレス1個)（03.10～ 16,800円）

（04.9～ 4,762円）

（02.12～ 3,480円）

ケイオプティ・サイバーポート

eoメガファイバー

イーサ方式（01.6～ 3,480円）★ （02.12～ 2,980円） （05.8～

eo光ネット（マンションタイプ）ＶＤＳＬ方式 3,124円）

（05.7～ eo光ネット（ホームタイプ） 100Mコース）

eo光ネット（ホームタイプ）100Mプレミアムコース(05.7～ 5,239円

eo光ネット（ホームタイプ）

（05.5～ 3,950円）

（05.5～ 3,350円）

（05.5～ 6,400円）

（02.12～ 7,800円）

（03.7～ 7,400円）

（04.5～ 6,600円）

※ ケイ・オプティコムの各サービスに「即割」を適用した料金は以下のとおり。

eo光ネット（ホームタイプ）（1ギガコース） 8,286円

eo光ネット（ホームタイプ）（100Mプレミアムコース） 5,143円

eo光ネット（ホームタイプ）（100Mコース） 4,667円

 
４　ＵＳＥＮ
（月額料金・円／月（税別））

480,000 USEN BROAD-GATE02　光ギガビットアクセス　（03.6～ 　480,000円）

340,000 USEN BROAD-GATE02 光マルチアクセス500　（06.9～ 　340,000円）

260,000
USEN BROAD-GATE02　光マルチアクセス200　（06.9～ 　260,000円）

180,000 USEN BROAD-GATE02　光ビジネスアクセス　IP32（02.12～　180,000円）

USEN BROAD-GATE02　光ビジネスアクセス　IP16（02.6～　52,000円）

50,000

USEN BROAD-GATE02　サービスパック IP8の場合（02.6～　39,000円）

USEN BROAD-GATE02　光ビジネスアクセス　IP8（02.6～　32,000円）

30,000

USEN BROAD-GATE02　光ビジネスアクセス　IP1（02.6～ 　22,000円）

20,000

USEN BROAD-GATE 01　HOME100 (01.4～　6,100円）

BROAD-GATE 01 ホームタイプ（02.10～　5,700円）

0

01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3 07.10 08.1 09.1

（注１）ＩＳＰ料金、回線終端装置使用料を含む。

5,000
BROAD-GATE 01 LANタイプ（02.10～　4,800円）

※注２

（注２）「マンション割引プラン」における料金は以下のとおり。
　　　　①　割引プラン８（同一棟内8～15戸）　4,300円
　　　　②　割引プラン16（同一棟内16～29戸）　4,100円
　　　　③　割引プラン30（同一棟内30戸以上）　3,800円

(03.3～ 3,300円) (04.7～ 2,838円）
BROAD-GATE01 Type V

(02.10～ 3,900円） 「GyaO光 マンションＶＤＳＬ１００タイプ」

「GyaO光 マンションＬＡＮタイプ」

「GyaO光 ホームタイプ」に名称変更

2007年10月にサービス終了

（「光ビジネスアクセスIP8」に統

(07.9～

 
（出所）対象事業者ＨＰ 
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【図表Ⅲ－３２ 主なＦＴＴＨサービスの料金比較表（０９年６月現在）】 
（０９年１月現在）

提供事業者 サービス名 料金（税別） 備考

フレッツ・光ネクストファミリータイプ 5,200円 　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクストマンションタイプ
ミニ（6戸以上加入）

光回線方式
4,400円

フレッツ光ネクストマンションタイプ
ミニ（6戸以上加入）

ＶＤＳＬ方式
3,850円

フレッツ光ネクストマンションタイプ
ミニ（6戸以上加入）

ＬＡＮ配線方式
3,500円 　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクストマンションタイプ
プラン１（8戸以上加入）

光回線方式
3,800円

フレッツ光ネクストマンションタイプ
プラン１（8戸以上加入）

ＶＤＳＬ方式
3,250円

フレッツ光ネクストマンションタイプ
プラン１（8戸以上加入）

ＬＡＮ配線方式
2,900円 　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクストマンションタイプ
プラン２（16戸以上加入）

光回線方式
3,400円

フレッツ光ネクストマンションタイプ
プラン２（16戸以上加入）

ＶＤＳＬ方式
2,850円

フレッツ光ネクストマンションタイプ
プラン２（16戸以上加入）

ＬＡＮ配線方式
2,500円 　・ＩＳＰ料金を含まない

Ｂフレッツ・ハイパーファミリータイプ 5,200円
　・屋内配線利用料、
　　回線終端装置利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

Ｂフレッツ・マンションタイプ
ＬＡＮ配線方式　上下最大100Ｍｂｐｓ

プラン１(8戸以上加入）
2,900円

Ｂフレッツ・マンションタイプ
ＬＡＮ配線方式　上下最大1Gｂｐｓ
プラン２ハイパー（16戸以上加入）

2,500円

Ｂフレッツ・マンションタイプ
ＶＤＳＬ方式　上下最大100Ｍｂｐｓ

プラン１（8戸以上加入）
3,250円

Ｂフレッツ・マンションタイプ

ＶＤＳＬ方式　上下最大１Ｇｂｐｓ
*1

プラン２ハイパー（16戸以上加入）
2,850円

フレッツ・光ネクスト
*3

　ファミリータイプ 4,970円
　・屋内配線利用料、
　　回線終端装置利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクスト*3　マンションタイプ
ミニ（6戸以上加入）

VDSL方式
4,110円

　・機器利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクスト
*3　

マンションタイプ
ミニ（6戸以上加入）

ひかり配線方式
4,410円

　・回線終端装置利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクスト
*3　

マンションタイプ
ミニ（6戸以上加入）

ＬＡＮ配線方式
3,510円 　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクスト*3　マンションタイプ
プラン１（8戸以上加入）

ＶＤＳＬ方式
3,390円

　・機器利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクスト
*3　

マンションタイプ
プラン１（8戸以上加入）

ひかり配線方式
3,690円

　・回線終端装置利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクスト
*3　

マンションタイプ
プラン１（8戸以上加入）

ＬＡＮ配線方式
2,790円 　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクスト*3　マンションタイプ
プラン２（16戸以上加入）

ＶＤＳＬ方式
2,940円

　・機器利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクスト*3　マンションタイプ
プラン２（16戸以上加入）

ひかり配線方式
3,240円

　・回線終端装置利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ光ネクスト
*3　

マンションタイプ
プラン２（16戸以上加入）

ＬＡＮ配線方式
2,340円 　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ・光プレミアム
*2

　ファミリータイプ
5,400円

（4,970円
*3

）

　・屋内配線利用料、
　　回線終端装置利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ＬＡＮ配線方式 　上下最大１００Ｍbps*4

プラン１（8戸以上加入）

3,500円

（3,190円
*3

）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ＬＡＮ配線方式 　上下最大１００Ｍｂｐｓ
*4

プラン2（16戸以上加入）

3,000円

（2,740円
*3

）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ＶＤＳＬ方式 　上下最大１００Ｍbps*4

プラン・ミニ（6戸以上加入）

4,500円

（4,110円
*3

）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ＶＤＳＬ方式 　上下最大１００Ｍbps*4

プラン１（8戸以上加入）

3,700円

（3,390円
*3

）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ＶＤＳＬ方式 　上下最大１００Ｍｂｐｓ
*4

プラン2（16戸以上加入）

3,200円

（2,940円
*3

）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ひかり配線方式 　上下最大１００Ｍbps
*4

プラン１（8戸以上加入）

4,000円

（3,690円*3）

フレッツ・光プレミアム　マンションタイプ

ひかり配線方式 　上下最大１００Ｍｂｐｓ
*4

プラン2（16戸以上加入）

3,500円

（3,240円*3）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

　・回線終端装置利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

　・機器利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

　・ＩＳＰ料金を含まない

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

　・機器利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

　・機器利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない

　・機器利用料を含む
　・ＩＳＰ料金を含まない
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提供事業者 サービス名 料金（税別） 備考

ＧｙａＯ光　ホームタイプ 5,700円 　ＩＳＰ料金、メディアコンバータ利用料を含む

ＧｙａＯ光　マンションVDSL100タイプ 3,314円 　ＩＳＰ料金、モデム利用料、メールアドレス１個を含む

ＧｙａＯ光　マンションLANタイプ

4,800円（７戸以下加入）
4,300円（8～15戸加入）
4,100円（16～29戸加入）
3,800円（30戸以上加入）

　・ＩＳＰ料金を含む
　・メディアコンバータが必要な場合は、
　　900円／月（税別）が月額料金に加算される

Yahoo!BB　光 工事不要タイプ
3,990円（36ヵ月契約プラン）
4,490円（24ヵ月契約プラン）
4,990円（6ヶ月契約プラン

VDSLモデムレンタル料、光BBユニットレンタル料、ＩＳＰ
サービス料、ユニバーサルサービス料を含む

Yahoo!BB　光ホーム*5 6,890円
光ターミナル一式使用料、ＩＳＰ料金、光ＢＢユニットレン
タル料、屋外光回線工事費（60回分割）、ユニバーサル
サービス料を含む

Yahoo!BB　光 Tvpackage（ホーム）*5 6,890円

光ターミナル使用料、光BBユニット使用料、BBTVセット
トップボックスレンタル料、無線TVBOXレンタル料、屋内
回線使用料、屋外光回線工事費 （60回分割）ISPサービ
ス料 ユニバーサルサービス料を含む

Yahoo!BB　光 Tvpackage（マンション）タイプV*

Yahoo!BB　光 Tvpackage（マンション）タイプE*

Yahoo!BB　光 Tvpackage（マンション）タイプF*

Yahoo!BB　光マンション　タイプＶ 3,780円
　ＶＤＳＬモデム＋光ＢＢユニットレンタル料、
　ＩＳＰ料金を含む

Yahoo!BB　光マンション　タイプＥ 2,980円
　・ＩＳＰ料金を含む
　・光BBユニットをレンタルする場合は、
　　400円／月が月額料金に加算される

Yahoo!BB　光マンション　（一括加入プラン
1）

管理組合様もしくはオーナー
様へ一括請求

Yahoo!BB　光マンション　（一括加入プラン
2）*5

管理組合様もしくはオーナー
様へ一括請求

提供事業者 サービス名 料金（税別） 備考

ひかりone（au one net）
ホームタイプ(1Gbps)

6,300円

・ISP料金、ONU/HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円
・ギガ得プラン適用時▼1,100円

ひかりone（au one net）
マンション タイプV  8契約以上

4,200円
・ISP料金、VDSL/HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円

ひかりone（au one net）
マンション タイプV  16契約以上

3,800円
・ISP料金、VDSL/HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円

ひかりone（au one net）
マンション タイプE  8契約以上

3,700円
・ISP料金、HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円

ひかりone（au one net）
マンション タイプE  16契約以上

3,400円
・ISP料金、HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円

ひかりone（au one net）
マンション タイプF

3,800円
・ISP料金、ONU/HGWレンタル料を含む
・「口座振替・クレジットカード割引」適用時 ▼100円
・「ＫＤＤＩまとめて割引」適用時 ▼100円

ｅｏ光ネット（ホームタイプ）

１ギガコース*6

8,381円

（8,286円*7）
　ＩＳＰ料金、回線終端装置使用料を含む

ｅｏ光ネット（ホームタイプ）

１００Ｍプレミアコース*8

5,239円

（5,143円*7）
　ＩＳＰ料金、回線終端装置使用料を含む

ｅｏ光ネット（ホームタイプ）
１００Ｍコース

4,762円

（4,667円*7）
　ＩＳＰ料金、回線終端装置使用料を含む

ｅｏ光ネット（マンションタイプ）

ＶＤＳＬ方式*9 3,124円 　　ＩＳＰ料金を含む

*2　「Ｂフレッツ」は「フレッツ・光プレミアム」と同一料金となっているため省略する。
*3　「フレッツ・あっと割引」（2年間の継続利用を条件に10%割引）適用時の料金。
　　その後も継続利用の場合は「フレッツ・ずっと割引」が自動適用され、10%割引が継続される。
*4　宅内に設置する回線終端装置の技術規格は最大１００Mbps。
*5　ＦＴＴＨサービス部分の提供主体はソフトバンクテレコム。
*6　パソコンのインターフェースまで最大１Gbps（ベストエフォート型）で通信。
*7　「即割」（２年間の最低利用を条件による割引）適用時の料金。
*8　回線終端装置まで最大1Gbps、回線終端装置からパソコンのインターフェースまでは100Mbpsの通信。
*9　提供者はケイオプティ・サイバーポート㈱。

K
D
D
I

*1　宅内の最大通信速度は１００Mbps。

ケ
イ
・
オ
プ
テ
ィ
コ
ム

Ｕ
Ｓ
Ｅ
Ｎ

ソ
フ
ト
バ
ン
ク
Ｂ
Ｂ

光BBユニット使用料、BBTVセットトップボックスレンタル
料、無線TVBOXレンタル料、ISPサービス料 ユニバーサ
ルサービス料を含む

3,990円

 

（出所）対象事業者ＨＰ 
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（３）契約回線数の事業者別シェア 

 

ＦＴＴＨ市場における契約回線数の事業者別シェアについてみると、ＮＴＴ東西及

び電力系事業者のシェアが上昇する一方で、ＫＤＤＩ、ＵＳＥＮ、その他の事業者の

シェアは減少している。 

 

【図表Ⅲ－３３ ＦＴＴＨ市場における契約回線数の事業者別シェアの推移（全国）】 
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13.7%
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18.4% 18.0%

17.6%
17.0%

16.6% 15.9%
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6.6% 6.5% 6.3% 6.1% 5.8% 5.6% 5.5% 5.4% 5.5%

11.7%

12.8%
13.1%

12.4%

11.3% 9.9% 9.4%

9.5% 9.6% 9.8%
9.6% 9.5% 9.2%

8.7%
8.0% 7.3% 6.7%

6.2% 5.7% 5.3% 4.9% 4.6% 4.3% 4.1% 3.9% 3.4%

35.9%

28.6%
25.9%

22.7%
18.9% 19.8% 19.4%

15.1% 14.9% 14.6% 13.5% 13.3% 12.5% 11.6% 10.7% 10.7% 10.3%
7.3% 7.0% 7.0% 6.8% 6.6% 6.4% 6.1% 6.0% 5.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

02.9 02.12 03.3 03.6 03.9 03.12 04.3 04.6 04.9 04.12 05.3 05.6 05.9 05.12 06.3 06.6 06.9 06.12 07.3 07.6 07.9 07.12 08.3 08.6 08.9 08.12 09.03

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 電力系事業者 ＫＤＤＩ ＵＳＥＮ その他  

（注１）０３．１２は契約回線数データ未調査のため未算定。 

（注２）０７年１月に東京電力がＦＴＴＨ事業をＫＤＤＩに事業承継したことにより、０７．３以降の旧東京電力の契約回線数

はＫＤＤＩに充当されている。 

（注３）ファミリーネット・ジャパンは０４年８月に株式が大京からテプコシステムズとパワードコムに譲渡されたため、０４

年９月末以降については、「その他」から「電力系事業者」に分類を改めることとし、データを修正した（下線部分）。 

（出所）総務省資料 

 

（４）市場集中度の推移（上位３者シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３者シェアの推移 

 

ＦＴＴＨ市場における契約回線数の上位３者シェアについてみると、０９年３月末

時点でＦＴＴＨ全体では９０．８％であり、０７年３月末時点以降上昇を続けている。 

 

ＦＴＴＨ市場における契約回線数の上位３者シェア上昇には、集合住宅向け市場に
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おける上位３者シェアの上昇が寄与している。集合住宅向けサービスにおいては、マ

ンション内ＩＳＰが多数存在し、かつては上位３者の市場シェアは相対的に低い状況

であった。しかし、最近は大手電気通信事業者とりわけＮＴＴ東西が契約数を伸ばし

始めたことから、上位３者シェアの上昇につながっている（詳細は後述）。 

 

一方、戸建て＋ビジネス向け市場の上位３者シェアは、１００％に近い高いシェア

を保ったまま概ね横ばいで推移している。 

 

【図表Ⅲ－３４ ＦＴＴＨ市場における契約回線数の上位３者シェアの推移】 
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ＦＴＴＨ全体 集合住宅市場 戸建て住宅市場  

（注）ＮＴＴ東西は１者としてシェア算出を行っている。 

（出所）総務省資料 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

ＦＴＴＨ市場における契約回線数のＨＨＩは０９年３月末時点でＦＴＴＨ全体で

は５７１３、集合住宅市場では５０２０、戸建て住宅市場地域では６３００であり、

ＦＴＴＨ全体で見ると、０３年９月以降、一時期減少していたものの、０５年以降は

上昇している。 

 

部分市場別についてみると、集合住宅市場におけるＨＨＩの上昇が顕著である。こ

れは、戸建て住宅市場においては新規参入が比較的活発であり、ＮＴＴ東西のシェア

の伸びも微少である一方、集合住宅市場においては、参入事業者がおおむね横ばいな
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中、上位事業者のシェアが上昇していることが原因として挙げられる。 

 

なお、参入事業者が多数であるにもかかわらず、ＨＨＩがＡＤＳＬと比較して高い

のは、ＮＴＴ東西のシェアが大きいためであり、ＨＨＩの上昇もＮＴＴ東西の契約回

線数シェアの上昇が主要因である。 

 

【図表Ⅲ－３５ ＦＴＴＨ市場における契約回線数のＨＨＩの推移】 
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（注）ＮＴＴ東西は１者としてシェア算出を行っている。 

（出所）総務省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

55 
 

３．競争状況の分析（部分市場としての集合住宅市場） 

 

（１）契約回線数の推移 

 

集合住宅市場における０８年１２月末時点の契約回線数は６１９．９万であり、上

昇が続いている。ただし、契約回線数の伸び率（四半期）は減少傾向にあり、０９年

３月末で２．９％となっている。 

 

【図表Ⅲ－３６ 集合住宅市場における契約回線数の推移】 
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（単位：万回線）

 

（注）０４．６以前は一部推計値が含まれる。 

（出所）総務省資料 

 

（２）契約回線数の純増数推移 

 

集合住宅市場における契約回線数の純増数は、０７年１月～０７年３月期以降減少

を続けていたが、０８年４月～０８年６月期は増加に転じた。主要事業者別にみると、

ＮＴＴ東西の増加が著しく、０９年１月～０８年３月期においては純増分全体の８８．

１％を占める。 
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【図表Ⅲ－３７ 集合住宅市場における契約回線数の純増数推移】 
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（単位：万回線）（単位：万回線）

 

（注１）０４．６以前は一部推計値が含まれる。 

（注２）０６．１０以降については、０７年１月に東京電力がＫＤＤＩにＦＴＴＨ事業を承継したことに伴い、「電力系事業者」

から旧東京電力分の純増数を除き、「ＫＤＤＩ」に充当している。 

（注３）ファミリーネット・ジャパンは０４年８月に株式が大京からテプコシステムズとパワードコムに譲渡されたため、０５

年３月末以降については、「その他」から「電力系事業者」に分類を改めることとし、データを修正した（下線部分）。 

（出所）総務省資料 

 

（３）事業者数の推移 

 

集合住宅市場の参入事業者の特徴として、マンション内ＩＳＰと呼ばれる事業者が

存在することが挙げられる。集合住宅が多い関東や関西地域を拠点として事業展開を

行っている事業者が多い。 

 

集合住宅市場における参入事業者数を見ると、図表Ⅲ－３０のとおり、現在は横ば

いで推移している。 

 

（４）料金の状況 

 

集合住宅向けサービスの料金推移は、図表Ⅲ－３１のとおり、電力系事業者のサー

ビスを中心に低廉化が顕著となっている。 
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ＦＴＴＨの料金は、一般に光ファイバを新たに一本一本建物に引き込まなければな

らないため、ＡＤＳＬに比べて導入コストが高くなる傾向にある。しかし、集合住宅

向けのサービスに限ればこれは必ずしも当てはまるわけではなく、料金水準は、集合

住宅の居住者がＡＤＳＬを利用する場合の料金と競争的な水準にあると言える。 

 

なお、マンション内ＩＳＰが提供するＦＴＴＨサービスについては、マンションの

管理費の一部として設定されている場合など契約に様々なタイプが存在するため、そ

の料金水準は一概には評価できない。 

 

（５）契約回線数の事業者別シェア 

 

集合住宅市場における契約回線数の事業者別シェアを見ると、上位３者の順位に変

動はない。とりわけ、０９年３月末時点で６７．６％とＮＴＴ東西がシェアの大半を

占め、０８年３月末時点と比較して３．９％増となるなどシェアの増加が続いている。 

 

【図表Ⅲ－３８ 集合住宅市場における契約回線数の事業者別シェアの推移（全国）】 
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（注１）０４．６以前は一部推計値が含まれる。 

（注２）０７年１月に東京電力がＦＴＴＨ事業をＫＤＤＩに事業承継したことにより、０７．３以降の旧東京電力の契約回線数

はＫＤＤＩに充当されている。 

（注３）ファミリーネット・ジャパンは０４年８月に株式が大京からテプコシステムズとパワードコムに譲渡されたため、０４

年９月末以降については、「その他」から「電力系事業者」に分類を改めることとし、データを修正した（下線部分）。 

（出所）総務省資料 
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（６）市場集中度の推移（上位３者シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３者シェアの推移 

 

集合住宅市場における契約回線数の上位３者シェアを見ると、０９年３月末時点で

８４．３％であり、上昇を続けている。これは、ＮＴＴ東西の契約回線数シェアの上

昇によるところが大きい。 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

集合住宅市場における契約回線数のＨＨＩは０９年３月末時点で全国では５０２

０であり、上昇を続けている。これは、０３年度まで市場の拡大をけん引してきたマ

ンション内ＩＳＰに代わり、ＮＴＴ東西などの大規模な事業者が市場をけん引するよ

うになり、結果としてこれらの事業者の契約回線シェアが拡大している状況にあるた

めである。 

 

【図表Ⅲ－３９ 集合住宅市場における契約回線数の上位３者シェア及びＨＨＩの推移（全国）】 

57.4% 57.4%
59.3%

62.0%

68.0%
71.0% 72.6%

74.4%
76.0%

78.0% 77.9% 79.2%
77.9% 79.1% 79.5% 80.2% 80.7% 81.4% 82.1% 82.5% 82.5%

1455 1505 1640 
1795 1878 

2136 
2306 2507 

2725 
3013 3162 

3424 3555 
3804 3961 4132 4251 

4445 
4561 4661 

5020 

0 

1000 

2000 

3000 

4000 

5000 

6000 

7000 

8000 

9000 

10000 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

04.3 04.6 04.9 04.12 05.3 05.6 05.9 05.12 06.3 06.6 06.9 06.12 07.3 07.6 07.9 07.12 08.3 08.6 08.9 08.12 09.03

上位３社シェア（左軸） ＨＨＩ（右軸）

（上位３社シェア） （ＨＨＩ）

 
（注）ＮＴＴ東西は１者としてシェア算出を行っている。 

（出所）総務省資料 

 

 

 



 

59 
 

４．競争状況の分析（部分市場としての戸建て住宅市場） 

 

（１）主要指標の取扱いについて 

 

戸建て住宅市場については、その市場の規模等を正確に示すデータは電気通信事業

報告規則での収集が困難である。そのため、契約回線数については、集合住宅の居住

者向けに提供されているサービスメニュー以外のメニューの契約回線数の合計（戸建

て＋ビジネス向け）をもって近似することとする。 

 

（２）契約回線数の推移 

 

戸建て住宅市場における０９年３月末時点の契約回線数は８８１．８万であり、上

昇が続いている。ただし、契約回線数の伸び率（四半期）は減少をつづけており、０

９年３月末で５．０％となっている。 

 

【図表Ⅲ－４０ 戸建て住宅市場における契約回線数の推移】 
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（注１）０４年６月以前は一部推計値が含まれる。 

（注２）０３年１２月は契約回線数データ未調査のため未算定。 

（出所）総務省資料 
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（３）契約回線数の純増数推移 

 

戸建て住宅市場における契約回線数の純増数は、０５年までは増加を続けていたが、

０６年以降はおおむね横ばいとなり、０８年４月～６月期以降は減少傾向にある。 

 

主要事業者別にみると、０５年以降、０８年１月～３月まではＮＴＴ東西が増加傾

向にあり、０８年１月～０８年３月期においては全体の８３．２％を占める。０８年

４月～６月期以降は減少に転じていたが、０９年 1月～３月期には、ＮＴＴ東西で見

れば再び増加に転じた。電力系事業者についても、０７年４月～６月期以降７万回線

台で推移していたが、０８年７月～９月期以降６万回線台に減少し、０９年１月～３

月期に再び７万回線台となっている。 

 

【図表Ⅲ－４１ 戸建て住宅市場における契約回線数の純増数推移】 
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（単位：万回線）

 

（注１）０４．６以前は一部推計値が含まれる。 

（注２）０６．１０以降については、０７年１月に東京電力がＫＤＤＩにＦＴＴＨ事業を承継したことに伴い、「その他」の項

目からＫＤＤＩ分の純増数を除き、「ＫＤＤＩ」の項目を新たに設け充当し、更に「電力系事業者」から旧東京電力分

の純増数を除き、「ＫＤＤＩ」に充当している。 

（出所）総務省資料 

 

（４）事業者数の推移 

 

前述のとおり、データの制約から戸建て向けサービスとビジネス向けサービスの分
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離が困難であり、戸建て住宅市場の事業者数を正確に把握できないことに留意が必要

であるが、集合住宅向け以外のサービスメニューを提供する事業者から法人向けのメ

ニューのみを提供している事業者を除いた事業者数を算出し、戸建て住宅市場の参入

事業者数としている（図表Ⅲ－３０を参照。）。 

 

０５年１２月末以降、ＣＡＴＶ事業者や地方自治体の参入が進み、０９年３月末時

点で１４０者となっており、０８年以降新規参入は減少傾向であるものの、集合住宅

市場と比較すれば相対的に多い状況にある。 

 

（５）料金の状況 

 

戸建て住宅向けサービスの料金推移は、図表Ⅲ－３１で示したとおり、近年は変化

が見られない。全体としてはＡＤＳＬに比して割高である。 

 

戸建て住宅市場でサービス提供をする事業者のなかで、全国規模で展開しているの

はＮＴＴ東西のみであり、ほかには一部の地域に絞って電力系事業者などの競争事業

者が行っている程度である。電力系事業者の中には東北や北陸のようにＦＴＴＨサー

ビスを提供しない事業者もおり、全ての地域においてＮＴＴ東西の競争事業者となっ

ている訳ではない。 

 

他方、近畿、中国、九州のように電力系事業者のシェアが比較的高い地域において

は、ＮＴＴ東西と各電力系事業者との料金競争が生じ、その料金水準がＮＴＴ東西の

料金設定に反映され、全国に波及している状況であると考えられる。 

 

（６）契約回線数の事業者別シェア 

 

戸建て住宅市場における契約回線数の事業者別シェアについてみると、ＮＴＴ東西、

電力系事業者及びＫＤＤＩの上位３者で９５％以上を占めている。 

 

ＫＤＤＩについては、０７年１月に東京電力からＦＴＴＨ事業を承継したことによ

るシェア増加という側面があり、実質的な状況に変化はない。 

 

ＮＴＴ東西の契約回線数シェアは０５年まで減少傾向にあったものの、０６年以降

は増加傾向にあり、０７年以降は７０％後半で推移している。 
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【図表Ⅲ－４２ 戸建て住宅市場における契約回線数の事業者別シェアの推移（全国）】 
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（注１）０４．６以前は一部推計値が含まれる。 

（注２）０３．１２は契約回線数データ未調査のため未算定。 

（注３）０６．１０以降については、０７年１月に東京電力がＫＤＤＩにＦＴＴＨ事業を承継したことに伴い、「その他」の項

目からＫＤＤＩ分の純増数を除き、「ＫＤＤＩ」の項目を新たに設け充当し、更に「電力系事業者」から旧東京電力分

の純増数を除き、「ＫＤＤＩ」に充当している。 

（出所）総務省資料 

 

（７）市場集中度の推移（上位３者シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３者シェアの推移 

 

戸建て住宅市場における契約回線数の上位３者シェアについてみると、０９年３月

末時点で９７．７％であり、一貫して高い比率となっている。上位３者の構成は、Ｎ

ＴＴ東西、電力系事業者、ＫＤＤＩ等である。ＮＴＴ東西のみでも７８．７％を占め

ている。 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

戸建て住宅市場における契約回線数のＨＨＩは０４年９月末以降減少を続けたが、

０５年１２月以降は増加傾向にあり、０９年３月末時点で６４２３となっている。 
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【図表Ⅲ－４３ 戸建て住宅市場における契約回線数の上位３者シェア及びＨＨＩの推移（全国）】 
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（注）ＮＴＴ東西は１者としてシェア算出を行っている。 

（出所）総務省資料 
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５．地理的市場別の指標の分析 

 

（１）ＦＴＴＨ全体 

 

１）契約回線数 

 

ＦＴＴＨ市場全体における地域ブロック別の契約回線数の分布と推移についてみ

ると、全ブロックにおいて契約回線数は増加している。特に、関東ブロック及び近畿

ブロックでの増加が著しい。契約回線数のシェアにおいても、関東ブロックと近畿ブ

ロックの合計が６２．７％を占めており、ＦＴＴＨの利用が都市部に集中している状

況が伺える。 

 

【図表Ⅲ－４４ ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別の契約回線数の分布と推移】 
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（出所）総務省資料 
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【図表Ⅲ－４５ ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別の契約回線数に占めるシェアの推移】 
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（出所）総務省資料 

 

２）事業者数 

 

ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別参入事業者数を見ると、０８年１２月末時点

で全体の事業者数が１６３者（図表Ⅲ－９を参照。）であり、各地域ブロックにおけ

る参入状況が図表Ⅲ－４６である。 

 

事業者の最も多い地域ブロックは関東ブロックで５６者、次いで東海ブロックで４

３者である。他方、事業者の最も少ない地域ブロックは沖縄ブロックの１０者となっ

ている。世帯数で上回る近畿ブロックよりも東海ブロックや中国ブロックのほうが多

い点が特徴的であるといえる。 
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【図表Ⅲ－４６ ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別参入事業者数（０８年１２月末時点）】 
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（単位：者）

 

（出所）総務省資料 

 

３）上位３者シェア 

 

ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別の上位３者シェアの推移についてみると、０

８年１２月末時点で、近畿ブロックのみが上位３者シェアが９０％以下であり、その

他のブロックは上位３者で９０％以上のシェアを占めており、全体として高度に寡占

的な市場であるといえる。 
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【図表Ⅲ－４７ ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別の上位３者シェアの推移】 
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（出所）総務省資料 

 

４）ＨＨＩ 

 

ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別のＨＨＩの推移を見ると、０８年１２月末時

点でＨＨＩが最も高いのは北陸ブロックの９２６０であり、サービス提供事業者はほ

ぼ１者（ＮＴＴ西日本）に限定されている。 

 

他方、０７年１２月末時点においてＨＨＩが最も低いのは近畿ブロックの４１７８

であり、次いで関東ブロックの５７２０となっている。 

 

０４年９月末からの推移を見ると、ＨＨＩが減少に転じているのは、東海、北陸及

び四国のみであり、他のブロックのＨＨＩはいずれも上昇傾向にある。 
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【図表Ⅲ－４８ ＦＴＴＨ市場における地域ブロック別のＨＨＩの推移】 
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（出所）総務省資料 

 

（２）集合住宅市場及び戸建て住宅市場 

 

１）契約回線数 

 

集合住宅市場及び戸建て住宅市場における地域ブロック別の契約回線数の分布と

推移についてみると、集合住宅市場、戸建て住宅市場いずれにおいても全ブロックで

契約回線数は増加傾向にある。 

 

部分市場別では、関東を除く全てのブロックにおいて、戸建て住宅市場の方が、契

約回線数が多い状況である。集合住宅市場は地域ブロックの住宅事情を反映し、都市

圏である関東ブロック及び近畿ブロックに契約回線数が集中している。 
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【図表Ⅲ－４９ 集合住宅市場及び戸建て住宅市場における地域ブロック別の契約回線数の分布と推移】 
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（単位：万回線）
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【戸建て住宅市場】【集合住宅市場】

 

（出所）総務省資料 

 

２）事業者数 

 

０８年１２月末時点における、各地域ブロックにおける集合住宅市場及び戸建て住

宅市場における参入事業者数は図表Ⅲ－４６で示したとおりである。 

 

集合住宅市場の参入事業者数は、都市圏である関東ブロック及び近畿ブロックで多

い。一方で、戸建て住宅市場の参入事業者数は、関東ブロックは多いものの近畿ブロ

ックは集合住宅市場に比較して少なく、東海ブロックや中国ブロックが多い。これら

の状況は、地域ブロックの住宅事情を反映しているものと考えられる。 

 

３）上位３者シェア 

 

集合住宅市場及び戸建て住宅市場における地域ブロック別の上位３者シェアの推

移についてみると、集合住宅市場においては、比較的シェアの低い地域ブロックにお

いて増加傾向にあり、他方、比較的シェアの高い地域ブロックにおいては減少傾向に

ある。０８年１２月末時点でシェアが８０％未満なのは近畿ブロックのみであり、全

体として寡占的な傾向が強いといえる。 
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戸建て住宅市場においては、０８年１２月末時点で全ブロックにおいて９５％を超

える状況であり、寡占的な傾向が強いといえる。 

 

【図表Ⅲ－５０ 集合住宅市場及び戸建て住宅市場における地域ブロック別の上位３者シェアの推移】 
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（出所）総務省資料 

 

４）ＨＨＩ 

 

集合住宅市場及び戸建て住宅市場における地域ブロック別のＨＨＩの推移につい

てみると、集合住宅市場においては、比較的ＨＨＩの低い地域ブロックにおいて増加

傾向にあり、他方、比較的ＨＨＩの高い地域ブロックにおいて減少傾向にある。また、

０８年１２月末時点でＨＨＩが３０００未満のブロックは存在せず、全体として寡占

的な傾向が強いといえる。 

 

戸建て住宅市場においては、０８年１２月末時点で最も低い地域ブロックでも近畿

ブロックの４８７８であり、北海道ブロック、東北ブロック、北陸ブロック及び沖縄

ブロックにおいては９０００を超え、寡占的な傾向が強い。 
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【図表Ⅲ－５１ 集合住宅市場及び戸建て住宅市場における地域ブロック別のＨＨＩの推移】 
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６．競争状況の評価 

 

（１）２００８年度の動向 

 

１）契約回線数 

 

０９年１２月末時点のＦＴＴＨ市場における契約回線数は１，５０１．７万であり、

ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが進むなか増加を続けているが、増加率

は低下傾向にある。 

 

２）シェア 

 

ＦＴＴＨ市場は、寡占的な傾向が強まっている。特に、契約回線数シェア１位のＮ

ＴＴ東西のシェアは０５年３月末以降上昇しており、０９年３月末時点で７４．１％

となっている。また、これに合わせ、上位３者シェアとＨＩＩがともに上昇を続けて

いる。但し、ＮＴＴ東西のシェアの伸びを見ると低下傾向が見られる（０６年６．９％

増、０７年の３．８％増、０８年２．３％増）。 

 

地域ブロック別で見ると、関東ブロック及び近畿ブロックといった大都市地域に加

え、中国ブロック、四国ブロック及び九州ブロックなどでは、上位３者シェア及びＨ

ＨＩが相対的に低い。特に、集合住宅市場においてこの傾向は強く、電力系事業者が

ＮＴＴ東西に対抗し得る有力な競争事業者として事業を展開しているといえる。 

 

ＦＴＴＨ市場では、自ら保有する回線を自己のサービスに提供している回線の割合

が８９．６％（０７年９月末）を占めている15。ＦＴＴＨ市場においては、ＡＤＳＬ

とは異なり、第一種指定電気通信設備制度に基づきＮＴＴ東西のネットワークを利用

しながら事業を展開していくサービス競争ではなく、自らネットワークを構築し事業

展開していく設備競争が中心であり、そのなかで、ＮＴＴ東西がシェアを伸ばしてい

る状況であると考えられる。 

 

３）サービスの多様化 

 

ＦＴＴＨの料金は低廉化が進行し、特に、集合住宅市場においては、ＡＤＳＬやＣ

ＡＴＶと同水準に達している。 

 

これに加え、ＦＴＴＨを提供する各事業者は、ＮＴＴ加入電話に比べて割安な０Ａ

                                                  
15 注８を参照。 
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ＢＪ－ＩＰ電話サービス及び映像サービスとのセット提供（トリプルプレイサービ

ス）を積極的に展開しており、ＦＴＴＨへのマイグレーションの要因の一つとなって

いる。 

 

 

（２）市場支配力 

 

１）市場支配力の存在  

 

① 単独での市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、ＮＴＴ東西が市場支配力を単独で行使し得る

地位にあると評価する。現存の市場構造や事業者間の競争状況においては、一定の競

争ルールの存在なしには、契約回線数シェア１位のＮＴＴ東西が単独で価格その他各

般の条件を左右し得る地位にある蓋然性が高い。 

 

ａ）量的基準 

 

ＦＴＴＨ市場全体におけるＮＴＴ東西の契約回線数シェアが０９年３月末時点で

７４．１％、集合住宅市場における契約回線数シェアが６７．６％、戸建て住宅市場

における契約回線数シェアが７８．７％であり、かつ、全体市場および集合住宅市場

では上昇傾向が続いている。他方、全体市場および集合住宅市場では電力系事業者を

始めとする他の競争事業者のシェアは減少傾向にあり、ＮＴＴ東西とのシェア格差は

拡大している。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

加入者回線のうち、ＦＴＴＨに用いられる光ファイバに占めるＮＴＴ東西のシェア

は７３．６％（０８年１２月末）を占め、ＮＴＴ東西が保有する光ファイバに係るネ

ットワーク16における加入アクセス部分はボトルネック性を有していると言える。ま

た、０７年競争評価における戦略的評価「事業者間取引が競争に及ぼす影響に関する

分析」における卸ＦＴＴＨ市場における卸売回線シェア17も７９．３％を占めている。 

 

以上により、競争事業者によるＦＴＴＨのサービス提供は、ＮＴＴ東西の加入者回

                                                  
16この場合のネットワークにはブロードバンド向けのネットワークのみならず、ＰＳＴＮ（Public 

Switched Telephone Networks：公衆交換電話網）や法人向けネットワーク等を含まれている。 
17現にサービスに提供されており、かつ自ら保有する加入者回線で、自己又は他者のために用いら

れているものを契約回線数ベースに換算し、シェアを算定したもの。 
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線の開放に依存する部分が大きく、ＮＴＴ東西は当該設備の利用に対する各種手続等

を通じて、競争事業者に影響を与えることが可能な立場にあると考えられる。 

 

また、地理的市場別で見ると、関東ブロック、近畿ブロック、四国ブロック及び九

州ブロックのようにＮＴＴ東西と電力系事業者との競争が見られる地域もある一方

で、東北ブロック及び北陸ブロックのように電力系事業者がＦＴＴＨに参入しておら

ず、結果ＮＴＴ東西が契約回線数シェアにおいて９割前後を占めている地域も存在し

ている。 

 

② 複数事業者による市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の事業者が協調して市場支配力を

行使し得る地位にあると評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ＦＴＴＨ市場全体における上位３者シェアが０９年３月末時点で９０．８％、集合

住宅市場における契約回線数シェアが８２．５％、戸建て住宅市場における契約回線

数シェアが９７．７％であり、他方、ＦＴＴＨ市場全体におけるＨＨＩが５７１３、

集合住宅市場におけるＨＨＩが５０２０、戸建て住宅市場におけるＨＨＩが６３００

と、市場はいずれも高度に寡占的である。また、全体市場および集合住宅市場では上

位３者シェア及びＨＨＩはともに上昇を続けており、市場集中度は年々高まっている。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

電子メール、インターネット接続等のサービス内容や定額制の料金体系等において、

ブロードバンドサービスを提供する事業者間に一定の同質性が生まれる傾向にあり、

ＦＴＴＨ市場の拡大が鈍化している点を考え合わせれば、事業者間の競争から生き残

りのための協調へ向かう可能性も否定できない。 

 

２）市場支配力の行使 

 

① 単独での市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、現行の規制や市場環境下においては、ＮＴＴ東西

が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないが、固定電話市場からのレバレッジ

の懸念等があると評価する。 
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ＮＴＴ東西には、第一種指定電気通信設備制度に基づく接続規制・行為規制・サー

ビス規制が適用されており、市場支配力の行使を抑止・牽制するための一定の歯止め

となる措置が講じられている。これらの規制は、一定程度有効に機能しているものと

考えられる。 

 

また、ブロードバンド市場内におけるＡＤＳＬやＣＡＴＶからの競争圧力も存在し

ている。直近では、ＡＤＳＬ市場の純減ペースの拡大及びＦＴＴＨの純増ペースの拡

大が鈍化している。 

 

しかしながら、ＦＴＴＨにおいては、ＮＴＴ東西と電力系事業者等の競争事業者に

よる競争が展開されているものの、ＮＴＴ東西の契約回線数シェアは０９年３月末時

点で７４．１％にまで達している。戸建て向け市場において従来から８割弱のシェア

を有する一方で、集合住宅向け市場においてもそのシェアを７割弱まで伸ばすなど、

ＮＴＴ東西のシェアの伸長傾向が続いている。 

 

このような中、ＦＴＴＨサービスへの加入に際しては、固定電話料金の低廉化やＦ

ＴＴＨサービスとの一括請求メリットをもたらす０ＡＢＪ－ＩＰ電話とのセット提

供が行われている。セット提供自体は複数の事業者が行っているが、ＮＴＴ東西が高

いシェアを有するＮＴＴ加入電話から０ＡＢＪ－ＩＰ電話へのマイグレーションが

進展することにより、固定電話市場において存在しているＮＴＴ東西の市場支配力が、

ブロードバンド市場に対して影響を与える可能性があることから、設定された価格水

準等の提供条件の適切性等について注視すべきである。 

 

また、ＮＧＮサービス提供地域において新たに「ひかり電話」を申し込む場合に「フ

レッツ 光ネクスト」の加入が必要とされている。こうした形でのセット提供は、費

用面でのメリット等が存在する可能性がある一方、消費者の選択肢を狭める可能性が

ある点にも留意が必要である。 

 

更に、ＮＴＴ東西は、ＮＴＴ加入電話の顧客情報によって営業面等で競争事業者に

対して優位となる可能性もある。このように、ＮＴＴ東西による固定電話市場からＦ

ＴＴＨ市場へのレバレッジ等によって、ＦＴＴＨ市場で市場支配力を行使することへ

の懸念がある。 

 

② 複数の事業者による市場支配力の行使 

 

以下の要素等を総合的に勘案し、シェア上位の複数の事業者が協調して市場支配力

を行使する可能性は低いと評価する。 
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ＦＴＴＨ市場においては、新規加入キャンペーンの積極展開や高速化に伴う実質的

な値下げ、固定電話や携帯電話との連携サービス等により、各事業者は将来の事業基

盤強化のための顧客拡大を優先し、シェア獲得競争が引き続き展開されている。また、

従来の競争状況及び契約回線数２位以下の事業者のシェアが低減傾向にあることに

鑑みれば、複数事業者間での協調関係を考慮する必然性は低いと考えられる。 

 

（３）今後の注視事項 

 

ＦＴＴＨ市場がブロードバンド市場に占める重要性に鑑み、今後も詳細な分析を行

う必要がある。ＦＴＴＨは依然拡大期にあり、今後も契約回線数の増加が見込まれる

が、一方で、純増数は鈍化傾向にあり、事業者の新規参入も同様の傾向にある。ＮＴ

Ｔ東西と他の競争事業者のシェアの格差が拡大していることも踏まえ、引き続き市場

シェア等の競争状況をサービス区分別の部分市場（集合住宅市場及び戸建て向け市

場）及び地理的区分別の部分市場の分析により詳細に把握すべきである。また、ＮＴ

Ｔ東西による市場支配力の行使の可能性について、今後も注視していく必要がある。 

 

特に、ＦＴＴＨへのマイグレーションに関しては、鈍化の傾向も見られるものの、

引き続き進展しており、ＮＴＴ東西と他の事業者のシェア格差の拡大傾向も続いてい

る。他の部分市場からの競争圧力が弱まる場合には、現行の競争ルール下においても

市場支配力の行使の可能性が高まる点に留意する必要があることから、競争ルールの

不断の点検が行われるべきである。 

 

また、広告・宣伝、工事や手続等はモニター調査の結果から料金に次いで利用者の

サービス選択に影響を与える要素であることが分かっている。これらの要素がＦＴＴ

Ｈ市場の競争に及ぼす影響についても注視すべきである。 

 

これらの点に関しては、競争セーフガード制度の運用とともに、ＦＴＴＨ市場にお

ける競争活性化等に向けた検討が情報通信審議会において進められており、当該検討

の動向を注視すべきである18。 

 

また、固定電話市場における市場支配力を梃子としたＮＴＴ東西によるＦＴＴＨ市

場における影響力の拡大等についても引き続き注視すべきである。ＦＴＴＨサービス

は、０ＡＢＪ－ＩＰ電話とのセット提供が行われているなど、固定電話市場と密接に
                                                  
18 具体的には、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨサービスにおける屋内配線の転用に関するルール整備、Ｆ

ＴＴＲ（Fiber to the Remote terminal）提供のためのドライカッパサブアンバンドルに関する

ルール整備等について検討が行われている。（０９年２月２４日諮問第１２１０号「電気通信市場

の環境変化に対応した接続ルールの在り方について」

（http://www.soumu.go.jp/main_content/000010517.pdf）参照。） 
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関連する形で、普及が進んでいる面がある。また、加入電話の顧客情報の利用によっ

て営業面等でＮＴＴが競争事業者に対して優位となる可能性もある。この点に関して

は、競争セーフガード制度の運用等により一定の対応がなされているものの、競争評

価としても注視すべきである。 

 

さらに、ＮＴＴ東西によるＮＧＮを利用したサービス「フレッツ 光ネクスト」の

開始がＦＴＴＨ市場に与える影響について注視することが必要である19。今後、イン

ターネット接続と０ＡＢＪ－ＩＰ電話のセット販売、更には映像サービスを加えた

「トリプルプレイサービス」に対する需要動向によっては、ＦＴＴＨ市場動向に大き

く影響する可能性があり、今後注目する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
19ＮＴＴ東西は０８年３月より、ハイビジョン相当のテレビ電話サービスや、ＱｏＳ（Quality of 
Service）付きの動画配信サービスが実現可能となる次世代ネットワーク（ＮＧＮ：Next Generation 
Network）を利用したサービス（「フレッツ 光ネクスト」）を東京、神奈川、千葉、埼玉及び大阪

のそれぞれ一部地域において開始し、順次提供エリアを拡大している。 
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【参考Ⅲ－２ 地域ブロック別の主要指標（ＦＴＴＨ市場・０８年１２月末時点）】 

 

１ 北海道 

ＮＴＴ東日本

５０．２万

88%

ＵＳＥＮ

１．３万

2%

ＫＤＤＩ

１．０万

2%
その他

４．４万

8%

ＮＴＴ東日本

１８．８万

90%

ＵＳＥＮ

１．２万

6%

その他

０．９万

4%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ東日本

３１．３万

96%

その他

１．２万

4%

【戸建て住宅市場】
０８年１２月末

契約回線数 ５４．５万

０８年１２月末

契約回線数 ３２．５万

０８年１２月末

契約回線数 ２２．０万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 
 

08.12（07.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て住宅市場 

参入事業者数 22 者（23 者） 16 者（18 者） 12 者（11 者） 

ＨＨＩ 8474（8284） 7364（6850） 9294（9346） 

上位３者シェア 96.2%（95.6%） 95.0%（93.7%） 98.2%（98.6%） 

 

２ 東北 

ＮＴＴ東日本

８１．８万

94%

ＵＳＥＮ

０．９万

1%

インボイス

０．６万

1%

その他

３．８万

4%

ＮＴＴ東日本

２１．６万

83%

ＵＳＥＮ

０．８万

3%

インボイス

０．６万

2%

その他

２．９万

12%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ東日本

６０．２万

99%

その他

０．９万

1%

【戸建て住宅市場】
０７年１２月末

契約回線数 ８５．６万

０８年１２月末

契約回線数 ２４．５万

０８年１２月末

契約回線数 ６１．１万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 
 

08.12（07.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て住宅市場 

参入事業者数 25 者（25 者） 15 者（16 者） 14 者（14 者） 

ＨＨＩ 9123（9015） 7775（7584） 9703（9652） 

上位３者シェア 97.2%（96.9%） 93.8%（93.5%） 99.0%（99.0%） 
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３ 関東 

ＮＴＴ東日本

４６１．８万

74%

ＫＤＤＩ

６６．５万

11%

ＵＳＥＮ

３７．７万

6%

その他

５３．３万

9%

ＮＴＴ東日本

２０９．７万

66%

ＵＳＥＮ

３５．０万

11%

ＫＤＤＩ

２６．４万

8%

その他

４７．３万

15%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ東日本

２５２．１万

83%

ＫＤＤＩ

４０．１万

13%

ＵＳＥＮ

２．７万

1%

その他

８．７万

3%

【戸建て住宅市場】

０８年１２月末

契約回線数 ６１９．３万

０８年１２月末

契約回線数 ３０１．０万

０８年１２月末

契約回線数 ３１８．４万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 
 

08.12（07.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て住宅市場 

参入事業者数 56 者（46 者） 36 者（36 者） 36 者（26 者） 

ＨＨＩ 5270（5214） 4588（3927） 7195（6917） 

上位３者シェア 91.4%（90.2%） 85.2%（82.7%） 98.0%（98.3%） 

 

４ 東海 

ＮＴＴ西日本

１１９．０万

77%

中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

２０．９万

14%

その他

１４．５万

9%

ＮＴＴ西日本

３３．９万

72%

中部ﾃﾚｺﾐｭﾆ

ｹｰｼｮﾝ

３．２万

7%

ＫＤＤＩ

２．４万

5%

その他

７．４万

16%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

８５．０万

79%

中部テレコミュニ

ケーション

１７．７万

17%

その他

４．６万

4%

【戸建て住宅市場】
０８年１２月末

契約回線数 １５４．４万

０８年１２月末

契約回線数 １０７．３万

０８年１２月末

契約回線数 ４７．０万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

 

08.12（07.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て住宅市場 

参入事業者数 43 者（42 者） 20 者（21 者） 30 者（26 者） 

ＨＨＩ 6133（6416） 5320（4920） 6554（7214） 

上位３者シェア 92.5%（92.1%） 84.2%（80.8%） 98.3%（98.6%） 
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５ 北陸 

ＮＴＴ西日本

２２．３万

96%

その他

０．９万

4%

ＮＴＴ西日本

３．３万

94%

インボイス

０．１万

2%

その他

０．２万

4%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

１９．０万

96%

その他

０．７万

4%

【戸建て住宅市場】
０８年１２月末

契約回線数 ２３．２万

０８年１２月末

契約回線数 １９．８万

０８年１２月末

契約回線数 ３．５万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 
 

08.12（07.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て住宅市場 

参入事業者数 21 者（21 者） 10 者（12 者） 14 者（13 者） 

ＨＨＩ 9260（9407） 9115（9000） 9286（9479） 

上位３者シェア 97.9%（98.2%） 98.1%（98.1%） 98.4%（98.8%） 

 

６ 近畿 

ＮＴＴ西日本

１６３．８万

56%

ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ及び

ｹｲｵﾌﾟﾃｨ・ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ

８０．５万

28%

ＵＳＥＮ

９．７万

3%

その他

３９．０万

13%

ＮＴＴ西日本

７２．０万

60%

ケイオプティ・

サイバーポート

１１．４万

10%

ＵＳＥＮ

９．２万

8%

その他

２６．２万

22%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

９１．８万

56%

ケイ・オプ

ティコム

６９．０万

42%

その他

３．７万

2%

【戸建て住宅市場】

０８年１２月末

契約回線数 ２８３．３万

０８年１２月末

契約回線数 １１８．８万

０８年１２月末

契約回線数 １６４．５万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

 

08.12（07.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て住宅市場 

参入事業者数 31 者（31 者） 25 者（22 者） 15 者（14 者） 

ＨＨＩ 4178（4008） 3911（3546） 4878（4895） 

上位３者シェア 89.6%（88.7%） 77.9%（76.5%） 98.8%（98.8%） 
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７ 中国 

ＮＴＴ西日本

５２．１万

76%

エネルギア・

コミュニケーションズ

１１．１万

16%

ＵＳＥＮ

０．９万

1%

その他

４．８万

7%

ＮＴＴ西日本

１２．１万

72%

エネルギア・

コミュニケー
ションズ

１．７万

10%

ＵＳＥＮ

０．８万

5%

その他

２．１万

13%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

３９．９万
78%

エネルギア・コ

ミュニケーショ
ンズ

９．４万

18%

その他

１．９万

4%

【戸建て住宅市場】
０８年１２月末

契約回線数 ６８．０万

０８年１２月末

契約回線数 ５１．２万

０８年１２月末

契約回線数 １６．８万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 
 

08.12（07.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て住宅市場 

参入事業者数 34 者（38 者） 18 者（18 者） 24 者（26 者） 

ＨＨＩ 6133（5681） 4748（4758） 6053（6053） 

上位３者シェア 94.2%（93.9%） 87.5%（86.0%） 97.0%（97.0%） 

 

８ 四国 

ＮＴＴ西日本

２１．９万

73%

ＳＴＮｅｔ

６．７万

22%

その他

１．４万

5%
ＮＴＴ西日本

４．８万

69%

ＳＴＮｅｔ

１．８万

27%

その他

０．３万

4%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

１７．２万

74%

ＳＴＮｅｔ

４．９万

21%

その他

１．２万

5%

【戸建て住宅市場】

０８年１２月末

契約回線数 ３０．１万

０８年１２月末

契約回線数 ２３．２万

０８年１２月末

契約回線数 ６．８万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

 

08.12（07.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て住宅市場 

参入事業者数 23 者（23 者） 13 者（13 者） 15 者（15 者） 

ＨＨＩ 5825（5885） 5558（5595） 5916（5993） 

上位３者シェア 96.5%（96.2%） 97.1%（96.9%） 97.0%（96.4%） 
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９ 九州 

ＮＴＴ西日本

８０．８万

69%

ＱＴＮｅｔ

２５．１万

22%

ＵＳＥＮ

３．３万

3%

その他

７．１万

6%
ＮＴＴ西日本

２５．１万

61%

ＱＴＮｅｔ

９．７万

23%

ＵＳＥＮ

３．２万

8%

その他

３．５万

8%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

５５．７万

78%

ＱＴＮｅｔ

１５．４万

21%

その他

０．５万

1%

【戸建て住宅市場】

０８年１２月末

契約回線数 １１３．０万

０８年１２月末

契約回線数 ７１．５万

０８年１２月末

契約回線数 ４１．５万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

 

08.12（07.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て住宅市場 

参入事業者数 20 者（22 者） 15 者（18 者） 9 者（9者） 

ＨＨＩ 5617（5368） 4286（3871） 6527（6471） 

上位３者シェア 96.6%（96.0%） 91.6%（90.6%） 99.6%（99.7%） 

 

10 沖縄 

ＮＴＴ西日本

９．６万

91%

インボイス

０．２万

2%

その他

０．８万

7%

ＮＴＴ西日本

２．５万

85%

インボイス

０．２万

7%

その他

０．２万

8%

【集合住宅市場】

ＮＴＴ西日本

７．１万

96%

その他

０．３万

4%

【戸建て住宅市場】

０８年１２月末

契約回線数 １０．３万

０８年１２月末

契約回線数 ７．３万

０８年１２月末

契約回線数 ２．９万

【ＦＴＴＨ市場全体】

 

08.12（07.12） 合計（①＋②） ①集合住宅市場 ②戸建て住宅市場 

参入事業者数 10 者（10 者） 8 者（8者） 6 者（7者） 

ＨＨＩ 8280（8280） 7298（6921） 9310（8967） 

上位３者シェア 97.5%（97.2%） 96.5%（97.0%） 99.6%（99.3%） 

（出所）総務省資料 
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【参考Ⅲ－３ 地域ブロック別上位３者の推移（ＦＴＴＨ市場全体・集合住宅市場・戸建て住宅市場）】 

北海道 ＮＴＴ東日本 92.0% ＵＳＥＮ 2.3% ＫＤＤＩ 1.9% ＮＴＴ東日本 90.9% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ東日本 87.8% 非公表 - 非公表 -

東北 ＮＴＴ東日本 95.5% ＵＳＥＮ 1.0% ｲﾝﾎﾞｲｽ 0.7% ＮＴＴ東日本 94.9% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ東日本 93.1% 非公表 - 非公表 -

関東 ＮＴＴ東日本 74.6% ＫＤＤＩ 10.7% ＵＳＥＮ 6.1% ＮＴＴ東日本 70.7% ＫＤＤＩ 12.0% ＵＳＥＮ 7.4% ＮＴＴ東日本 64.7% 東京電力 10.2% ＵＳＥＮ 9.9%

東海 ＮＴＴ西日本 77.1% 中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 13.6% 非公表 － ＮＴＴ西日本 79.3% 中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 10.8% 非公表 － ＮＴＴ西日本 82.8% 中部テレコミュニケーション 6.1% 非公表 -

北陸 ＮＴＴ西日本 96.2% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ西日本 97.0% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ西日本 97.1% 非公表 - 非公表 -

近畿 ＮＴＴ西日本 57.8% ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ及びｹｲｵﾌﾟﾃｨ・ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ 28.4% ＵＳＥＮ 3.4% ＮＴＴ西日本 56.1% ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ及びｹｲｵﾌﾟﾃｨ・ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ 28.8% 非公表 － ＮＴＴ西日本 53.1% ケイ・オプティコム 30.2% ＵＳＥＮ 5.5%

中国 ＮＴＴ西日本 76.6% ｴﾈﾙｷﾞｱ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 16.4% ＵＳＥＮ 1.3% ＮＴＴ西日本 72.9% ｴﾈﾙｷﾞｱ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 19.1% 非公表 － ＮＴＴ西日本 70.0% エネルギア・コミュニケーションズ 20.6% 非公表 -

四国 ＮＴＴ西日本 73.0% ＳＴＮｅｔ 22.2% 非公表 － ＮＴＴ西日本 74.1% ＳＴＮｅｔ 19.5% 非公表 － ＮＴＴ西日本 74.9% ＳＴＮｅｔ 16.4% 非公表 -

九州 ＮＴＴ西日本 71.5% ＱＴＮｅｔ 22.2% ＵＳＥＮ 2.9% ＮＴＴ西日本 69.5% ＱＴＮｅｔ 22.8% 非公表 － ＮＴＴ西日本 67.0% ＱＴＮｅｔ 22.3% ＵＳＥＮ 5.3%

沖縄 ＮＴＴ西日本 93.2% 非公表 － ｲﾝﾎﾞｲｽ 2.1% ＮＴＴ西日本 90.9% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ西日本 89.7% 非公表 - 非公表 -

北海道 ＮＴＴ東日本 85.5% ＵＳＥＮ 5.4% KDDI 4.1% ＮＴＴ東日本 82.3% ＵＳＥＮ 7.3% 非公表 － ＮＴＴ東日本 75.3% ＵＳＥＮ 11.7% ＫＤＤＩ 5.6%

東北 ＮＴＴ東日本 88.0% ＵＳＥＮ 3.3% ｲﾝﾎﾞｲｽ 2.4% ＮＴＴ東日本 86.9% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ東日本 82.9% ＵＳＥＮ 5.8% 非公表 －

関東 ＮＴＴ東日本 65.9% ＵＳＥＮ 11.0% ＫＤＤＩ 8.3% ＮＴＴ東日本 60.6% ＵＳＥＮ 13.3% ＫＤＤＩ 8.8% ＮＴＴ東日本 53.8% ＵＳＥＮ 17.8% ＫＤＤＩ 5.3%

東海 ＮＴＴ西日本 72.2% 中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 6.8% ＫＤＤＩ 5.2% ＮＴＴ西日本 69.3% ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸＢＢ 6.0% ＫＤＤＩ 5.5% ＮＴＴ西日本 63.2% ＵＳＥＮ 8.3% ＫＤＤＩ 7.1%

北陸 ＮＴＴ西日本 95.4% ｲﾝﾎﾞｲｽ 2.0% 非公表 － ＮＴＴ西日本 94.8% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ西日本 94.4% 非公表 － 非公表 －

近畿 ＮＴＴ西日本 60.6% ｹｲｵﾌﾟﾃｨ･ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ 9.6% ＵＳＥＮ 7.7% ＮＴＴ西日本 57.1% ｹｲｵﾌﾟﾃｨ･ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ 9.7% ＵＳＥＮ 9.7% ＮＴＴ西日本 49.7% ＵＳＥＮ 12.6% ｹｲｵﾌﾟﾃｨ･ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ 11.7%

中国 ＮＴＴ西日本 72.3% ｴﾈﾙｷﾞｱ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 10.3% ＵＳＥＮ 5.0% ＮＴＴ西日本 67.3% ｴﾈﾙｷﾞｱ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 11.5% ＵＳＥＮ 7.2% ＮＴＴ西日本 56.3% エネルギア・コミュニケーションズ 13.0% ＵＳＥＮ 11.9%

四国 ＮＴＴ西日本 69.6% ＳＴＮｅｔ 26.7% 非公表 － ＮＴＴ西日本 70.3% ＳＴＮｅｔ 25.6% 非公表 － ＮＴＴ西日本 71.1% ＳＴＮｅｔ 24.9% 非公表 －

九州 ＮＴＴ西日本 60.5% ＱＴｎｅｔ 23.5% ＵＳＥＮ 7.6% ＮＴＴ西日本 56.0% ＱＴｎｅｔ 25.1% ＵＳＥＮ 9.6% ＮＴＴ西日本 48.3% ＱＴＮｅｔ 25.1% ＵＳＥＮ 13.8%

沖縄 ＮＴＴ西日本 85.0% ｲﾝﾎﾞｲｽ 7.4% 非公表 － ＮＴＴ西日本 82.4% ｲﾝﾎﾞｲｽ 9.7% 非公表 － ＮＴＴ西日本 81.1% インボイス 10.2% ＦＮＪ 6.0%

北海道 ＮＴＴ東日本 96.4% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ東日本 96.7% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ東日本 95.9% 非公表 － 非公表 －

東北 ＮＴＴ東日本 98.5% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ東日本 98.2% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ東日本 97.8% 非公表 － 非公表 －

関東 ＮＴＴ東日本 83.8% ＫＤＤＩ 13.3% ＵＳＥＮ 0.9% ＮＴＴ東日本 81.7% ＫＤＤＩ 15.5% 非公表 － ＮＴＴ東日本 76.3% 東京電力 20.7% 非公表 －

東海 ＮＴＴ西日本 79.2% 中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 16.5% 非公表 － ＮＴＴ西日本 83.9% 中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 13.3% 非公表 － ＮＴＴ西日本 91.4% 非公表 － 非公表 －

北陸 ＮＴＴ西日本 96.4% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ西日本 97.4% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ西日本 97.6% 非公表 － 非公表 －

近畿 ＮＴＴ西日本 55.8% ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ 42.0% 非公表 － ＮＴＴ西日本 55.4% ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ及びｹｲｵﾌﾟﾃｨ・ｻｲﾊﾞｰﾎﾟｰﾄ 42.8% 非公表 － ＮＴＴ西日本 55.5% ケイ・オプティコム 47.0% 非公表 －

中国 ＮＴＴ西日本 77.9% ｴﾈﾙｷﾞｱ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 18.4% 非公表 － ＮＴＴ西日本 74.7% ｴﾈﾙｷﾞｱ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 21.7% 非公表 － ＮＴＴ西日本 74.4% エネルギア・コミュニケーションズ 25.3% 非公表 －

四国 ＮＴＴ西日本 74.0% ＳＴＮｅｔ 20.9% 非公表 － ＮＴＴ西日本 75.3% ＳＴＮｅｔ 17.7% 非公表 － ＮＴＴ西日本 76.1% ＳＴＮｅｔ 15.0% ケーブルテレビ徳島 6.8%

九州 ＮＴＴ西日本 77.9% ＱＴＮｅｔ 21.5% 非公表 － ＮＴＴ西日本 77.5% ＱＴＮｅｔ 21.4% 非公表 － ＮＴＴ西日本 77.8% ＱＴＮｅｔ 21.8% 非公表 －

沖縄 ＮＴＴ西日本 96.5% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ西日本 94.6% 非公表 － 非公表 － ＮＴＴ西日本 93.6% 非公表 － 非公表 －

第１位 第２位 第３位

０８／１２末時点

第１位 第２位 第３位

０８／１２末時点

第１位 第２位 第３位

０８／１２末時点

０６／１２末時点

第１位 第２位 第３位

０７／１２末時点

第３位

第２位 第３位 第１位 第２位 第３位

第３位

①ＦＴＴＨ市場全体

②集合住宅市場

③戸建て住宅市場
０７／１２末時点 ０６／１２末時点

０７／１２末時点 ０６／１２末時点

第１位

第１位 第２位

第１位 第２位 第３位 第１位 第２位

 
（出所）総務省資料 

 

【参考Ⅲ－４ 地域ブロック別契約回線数の推移（ＦＴＴＨ市場全体・集合住宅市場・戸建て住宅市場）】 

０８年１２月末 ０７年１２月末 ０６年１２月末 ０８年１２月末 ０７年１２月末 ０６年１２月末 ０８年１２月末 ０７年１２月末 ０６年１２月末
北海道 545,334 427,637 292,169 北海道 220,286 170,198 115,124 北海道 325,048 257,439 177,045
東北 856,028 644,191 413,779 東北 245,261 188,305 129,148 東北 610,767 455,886 284,631
関東 6,193,262 5,011,330 3,583,079 関東 3,183,749 2,604,956 1,848,894 関東 3,009,512 2,406,373 1,734,185
東海 1,543,511 1,120,452 720,049 東海 470,322 351,083 218,090 東海 1,073,190 769,370 501,959
北陸 232,165 178,354 123,671 北陸 34,526 26,140 17,026 北陸 197,639 152,214 106,645
近畿 2,833,414 2,246,855 1,618,887 近畿 1,188,153 951,659 671,862 近畿 1,645,261 1,295,196 947,025
中国 680,279 524,371 362,400 中国 167,906 131,040 88,122 中国 512,373 393,331 274,278
四国 300,529 218,511 144,735 四国 68,325 49,536 32,456 四国 232,204 168,975 112,279
九州 1,129,812 883,876 623,700 九州 414,818 328,676 228,842 九州 714,994 555,200 394,858
沖縄 102,873 73,375 48,648 沖縄 29,484 22,581 15,233 沖縄 73,389 50,794 33,415
全国計 14,417,207 11,328,952 7,931,117 全国計 6,022,830 4,824,174 3,364,797 全国計 8,394,377 6,504,778 4,566,320

①ＦＴＴＨ市場全体 ②集合住宅市場 ③戸建て住宅市場

 
（出所）総務省資料 
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第５章 部分市場としてのＣＡＴＶインターネット市場の主要指標の分析 

 

本章では、インターネット接続領域のうち、部分市場としてのＣＡＴＶインターネ

ット市場の主要指標を分析する。 

 

１．市場の規模 

 

（１）契約回線数の推移 

 

ＣＡＴＶ市場全体では、０９年３月末時点の契約回線数は４１１．１万であり、増

加が続いている。一方で、増加率は低下傾向にある。 

 

【図表Ⅲ－５２ ＣＡＴＶ市場における契約回線数の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

（２）契約回線数の純増数推移 

 

ＣＡＴＶ市場全体における契約回線数の純増数についてみると、０２年４月～０２

年９月期以降減少傾向にあったが、０４年１０月～０５年３月期以降は横ばいの傾向

にある。 
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これは、ブロードバンド市場内におけるＡＤＳＬやＦＴＴＨといった他のサービス

との競争に直面する一方、エリアを限定した小規模の事業者が新規参入し、事業を展

開していることによると考えられる。 

 

【図表Ⅲ－５３ ＣＡＴＶ市場における契約回線数の純増数推移】 
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（出所）総務省資料 
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２．競争状況の分析 

 

（１）事業者数 

 

ＣＡＴＶ市場における参入事業者数についてみると、０９年３月末時点で３７１者

であり、横ばいの傾向である。 

 

なお、放送サービスを行っている事業者（自主放送を行う許可施設数の合計）は、

０８年１２月末時点で５１８者となっている。 

 

【図表Ⅲ－５４ ＣＡＴＶ市場における参入事業者数の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

（２）料金の状況 

 

１）料金水準の変化 

 

図表Ⅲ－５５はＣＡＴＶ大手２社の料金推移をグラフ化したものである。 

 

いずれも、８Ｍｂｐｓから３０Ｍｂｐｓにサービスレベルが上がる前後に、旧レベ

ルのサービス料金を値下げし、新サービスの料金水準は旧サービスの料金水準に据え
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置かれている。また、近年では、速度を落として低廉な料金でサービスを行うプラン

も提供されている。 

 

【図表Ⅲ－５５ ＣＡＴＶインターネットにおける料金の推移】 
１　ジュピターテレコム
（月額料金・円／月（税抜き））

6,000

5,000

2,000

1,000

0

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3 08.01

（注）ケーブルモデムレンタル料含む。

２　イッツ・コミュニケーションズ
（月額料金・円／月（税抜き））

01.4 01.10 02.4 02.10 03.4 03.10 04.4 04.10 05.4 05.10 06.4 06.10 07.3 08.01

（注）ケーブルモデムレンタル料は含まない。
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4,000
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かっとびジャスト512Ｋ（01.12～ 2,200円）

（04.11～ 1,000円）

（03.1～ 3,900円）

J-COM Net （99.2～ 6,500円）

（03.9～ 4980円） 09.4より順次24Mへグレードアッ

J-COM NET 8Mコース （03.4～ 5,500円）

J：COM ライトネット 256K（05.7～ 2750円）

J-COM Net （01.9～ 5,800円）

J:COM NET ウルトラ 160Mコース(07.9～ 6,000円)

J：COM ネット１Mコース 1M（ ～ 2,980円）

受付終了

 

（出所）対象事業者ＨＰ 

 

（３）契約回線数の事業者別シェア 

 

ＣＡＴＶ市場における契約回線数の事業者別シェアについてみると、０６年９月末

以降、Ｊ：ＣＯＭグループが１位、ＪＣＮグループが２位、イッツ・コミュニケーシ

ョンズが３位のまま推移している。そのなかでも、Ｊ：ＣＯＭグループ及びＪＣＮグ

ループのシェアがわずかながら上昇を続けている。 
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【図表Ⅲ－５６ ＣＡＴＶ市場における契約回線数の事業者別シェアの推移】 
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（注１）複数の地域の有線テレビジョン放送事業者を統一ブランド等により、所有・運営する統括運営会社を「ＭＳＯ（Multiple 

System Operator）：多施設保有者」として一つのグループにまとめている。 

（注２）０６年度評価結果において、０６．６以前における旧ケーブルウェストグループのシェア算定が漏れていたため、今回

の評価結果において反映させている。 

（出所）総務省資料 

 

 

（４）市場集中度の推移（上位３者シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３者シェアの推移 

 

ＣＡＴＶ市場における契約回線数の上位３者シェアについてみると、０９年３月末

時点で４３．８％であり、一貫して緩やかな上昇傾向にある。 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

ＣＡＴＶ市場における契約回線数のＨＨＩを見ると、０９年３月末時点で１２４１

であり、上昇をつづけている。上位３者シェアと合わせて判断すると、ＨＨＩの上昇

は合併・買収等によるＭＳＯの拡大に起因するものであると考えられる。 
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【図表Ⅲ－５７ ＣＡＴＶ市場における契約回線数の上位３者シェア及びＨＨＩの推移】 
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（注）複数の地域の有線テレビジョン放送事業者を統一ブランド等により、所有・運営する統括運営会社を「ＭＳＯ（Multiple 

System Operator）：多施設保有者」として一つのグループにまとめている。 

（出所）総務省資料 
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３．競争状況の評価 

 

（１）２００８年度の動向 

 

１）契約回線数 

 

０８年１２月末時点のＣＡＴＶ市場における契約回線数は４１１．１万であり、増

加を続けているものの、増加率は低下傾向にある。しかしながら、ＡＤＳＬからＦＴ

ＴＨへのマイグレーションの進行によりＡＤＳＬが純減局面にあることと比較すれ

ば堅調であるといえる。 

 

２）シェア 

 

上位３者シェア・ＨＨＩともに増加傾向にある。これは合併・買収等によるＭＳＯ

の拡大によりものと考えられる。また、ＦＴＴＨやＡＤＳＬといった他のサービスと

比較すると、上位３者シェアやＨＨＩの水準は高くはない。 

 

（２）市場支配力 

 

１）市場支配力の存在  

 

① 単独での市場支配力 

  

以下の判断要素等を総合的に勘案し、単独で市場支配力を行使し得る地位にある事

業者は存在しないと評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ＣＡＴＶ市場における契約回線数シェア１位のＪ：ＣＯＭグループのシェアは０９

年３月末時点で３３．７％であり、上昇を続けている。一方、同時期のシェア２位の

ＪＣＮグループは７．３％、シェア３位のイッツ・コミュニケーションズは２．７％

であり、Ｊ：ＣＯＭグループとの差は大きいといえる。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

ＣＡＴＶは地域密着型のサービスであることから、ＣＡＴＶ事業者は市町村（区）

単位ごとに営業区域が分けられている例が多く、ＣＡＴＶインターネットを提供して

いる事業者は地域ごとに独占に近い。したがって、Ｊ：ＣＯＭグループは、ＭＳＯと
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して複数の地域にまたがって広域でサービス展開しているものの、単独で全国的に市

場支配力を行使し得る地位にあるとはいえない。 

さらに、ＦＴＴＨ市場及びＡＤＳＬ市場からの競争圧力が存在している。トリプル

プレイサービスに関してはＦＴＴＨとの競争が存在する。 

 

② 複数事業者による市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、シェア上位の事業者が協調して市場支配力を

行使し得る地位にある事業者は存在しないと評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ＣＡＴＶ市場における上位３者シェアは０９年３月末時点で４３．８％、ＨＨＩは

１２４１となり、緩やかな上昇傾向にあるものの、市場は高度に寡占的とはいえない。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

ブロードバンド市場内におけるＡＤＳＬやＦＴＴＨからの競争圧力が存在し、ＦＴ

ＴＨにおけるトリプルプレイサービスの提供による競争圧力の強化も存在する。 

 

２）市場支配力の行使 

 

該当無し。 

 

（３）今後の注視事項 

 

Ｊ：ＣＯＭグループやＪＣＮグループ等は、複数の地域の有線テレビジョン放送事

業者を統一ブランドで所有・運営するＭＳＯとして他事業者を合併・吸収し、そのシ

ェアを伸ばしつつある。ＣＡＴＶ市場の市場集中度は他市場に比して低水準ではある

ものの上昇傾向にあり、今後大型の合従連衡の動きが発生し、急激な寡占化・独占化

が顕在化した場合には注意が必要である。 

 

また、ＡＤＳＬと異なり、ＣＡＴＶインターネットは放送サービスとのバンドルに

よる優位性・独立性があるが、電気通信役務利用放送等による高品質・多チャンネル

の映像伝送サービスを利用可能なＦＴＴＨへのマイグレーションの進展が、ＣＡＴＶ

インターネットに競争上の影響をもたらす可能性がある。ＩＰマルチキャストによる

電気通信役務利用放送、ＶＯＤやインターネット放送を含めた映像伝送サービスの普

及動向に注目することが今後必要である。さらに、０ＡＢＪ－ＩＰ電話を加えたトリ
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プルプレイサービスの動向に関しても注視が必要である。 

 

さらに、ＣＡＴＶインターネットの高速化が進展しており、そうしたサービスはユ

ーザーにとってＦＴＴＨと一定程度代替的である可能性がある。現在、ブロードバン

ド市場の分析においてはこれらを代替的であると捉えて分析を行っているが、今後は、

高速なＣＡＴＶインターネットとＦＴＴＨについて特に着目した分析を加えること

も考慮すべきである。 
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第６章 ＩＳＰ市場の主要指標の分析 

 

本章では、インターネット接続領域のうち、部分市場としてのＩＳＰ市場の主要指

標を分析する。 

 

１．市場の規模 

 

ＩＳＰ市場全体では、０９年３月末時点の契約回線数は３，３８０．７万であり、

全体的には横ばい傾向であるが、その内訳を見ると、常時接続プランの比率が拡大し

ており、ブロードバンド市場の拡大を反映しているものと考えられる。 

 

なお、ここでの契約回線数は電気通信事業報告規則に基づく値であり、同規則に定

める報告対象は５万契約以上の事業者（０９年３月末時点で４９者）であるため、Ｉ

ＳＰ市場全体の状況を完全には反映していないことに留意が必要である20。また、同

契約回線数は０６年９月以降一部事業者において集計方法に変更が生じており、この

前後での比較にも一定の留意が必要である21。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
20０３年度の競争評価では、１万契約以上の事業者を対象に調査を行い、全８４者から回答を得た。

調査結果によると、上位３者が占める割合は４６．９％、上位８者が占める割合は８７．０％、

５万契約以上の事業者２５者が占める割合が９５．８％となっており、５万契約以上の事業者の

合計で１万契約以上の事業者の市場規模の約９６％を占めていたことから、５万契約以上の事業

者を対象にする調査であってもＩＳＰ市場の動向やシェアを近似的に把握することが十分可能で

あると考えられる。 
21電気通信事業報告規則上は、契約回線数が「随時接続型」、「常時接続型」、「企業向け」及び「そ

の他」区分に分けられている。図表Ⅲ－５８においては、同規則上の「企業向け」及び「その他」

を「その他」の項目として集計している。 



 

94 
 

 

【図表Ⅲ－５８ ＩＳＰ市場における契約回線数の推移】 

1,691.5 1,792.3 1,865.2 1,941.9 2,022.9 2,102.6 2,185.3 2,235.4 
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717.5 
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（単位：万回線）

 

（出所）総務省資料 
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２．競争状況の分析 

 

（１）料金設定等 

 

１）ＩＳＰサービスの料金設定の分類 

 

ＩＳＰの料金設定は、インターネット接続回線の提供形態によって料金の設定・徴

収等の主体が変わる。類型化すると図表Ⅲ－５９に示した①～③の３つ（②について

は事業者間取引の形態により、更に３つに分類可能。）になる。多くは、②・③のよ

うに、インターネット接続回線と一体となって料金設定される場合が多い。 

 

【図表Ⅲ－５９ ＩＳＰサービスの料金設定の分類】 

 

①アクセス回線部分とインターネット接続部分についてそれぞれ別々に料金を設定 

 アクセス回線部分 インターネット接続部分 備考 

サービス提供 

  料金の支払は別々。ＩＳＰの

選択は自由。 

料金設定 

  

 

②－１相互接続によりアクセス回線部分を調達し、ＩＳＰが料金を設定 

 アクセス回線部分 インターネット接続部分 備考 

サービス提供 

  料金支払及び利用者窓口は

ＩＳＰに一本化。 

料金設定 

  

 

②－２卸電気通信役務によりアクセス回線部分を調達し、ＩＳＰが料金を設定 

 アクセス回線部分 インターネット接続部分 備考 

サービス提供 

  料金支払及び利用者窓口は

ＩＳＰに一本化。 

料金設定 

  

 

アクセス回線提供者 

（利用者に料金請求）

 

ＩＳＰ 

（利用者に料金請求）

アクセス回線提供者 

（事業者間精算） 

 

 

ＩＳＰ 

（利用者に料金請求）

 
 

ＩＳＰ 

（利用者に料金請求） 

アクセス回線提供者 

（事業者間精算）
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②－３卸電気通信役務によりアクセス回線部分とインターネット接続部分を調達し、

マンション内ＩＳＰが料金を設定 

 アクセス回線部分 インターネット接続部分 備考 

サービス提供 

  料金支払及び利用者窓口は

ＩＳＰに一本化。 

料金設定 

  

 

③アクセス回線部分とインターネット接続部分を一体で提供 

 アクセス回線部分 インターネット接続部分 備考 

サービス提供 

  両サービスを１者で提供。 

料金設定 

  

（出所）総務省資料 

 

２）インターネット接続料の料金推移 

 

価格水準を考察する指標として、全国の世帯が購入する家計に係る財及びサービス

の価格等を総合した物価の変動を時系列的に測定した消費者物価指数（以下「ＣＰＩ」

という。）の推移についてみる。 

 

調査品目の一つである「インターネット接続料（月額プロバイダ利用料）」は、Ａ

ＤＳＬ、ＦＴＴＨなどのアクセス回線部分とインターネット接続部分との合計の料金

となっており、両者を分離することはできない。しかしながら、インターネット接続

サービスの販売実態が、図表Ⅲ－５９のとおりインターネット接続部分とアクセス回

線部分とを一体的に料金設定している場合が多いことを踏まえれば、インターネット

接続料のＣＰＩはＩＳＰに関する料金水準の分析に対し一定の意味があるといえる。 

 

「インターネット接続料」のＣＰＩは、０３年１月から月次にて公表されており、

その推移を図表Ⅲ－６０に示した。 

 

０５年１月に０．２ポイント増加しているが、これは当年から指数算出時にＦＴＴ

Ｈサービスを加算したことが原因である。 

 
 
 

マンション内ＩＳＰ 

（利用者に料金請求）

アクセス回線提供者 

（事業者間精算）

ＩＳＰ 

（事業者間精算）

 
アクセス回線提供者とＩＳＰが同一事業者 

（利用者に料金請求） 
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一方、０８年１月においても０．２ポイント増加しているが、これは０７年におい

てＩＳＰ料金の見直しの動きがあったことによるものである。 

 

具体的には、ニフティ（＠Ｎｉｆｔｙ、０７年５月～）、ＮＴＴコミュニケーショ

ンズ（ＯＣＮ、０７年９月～）、ソネットエンタテインメント（Ｓｏ－ｎｅｔ、０７

年１０月～）、ハイホー（ｈｉ－ｈｏ、０７年１１月～）及びＮＥＣビッグローブ（０

７年１２月～）が、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨサービス（「Ｂフレッツ（ＮＴＴ東日本）」

及び「フレッツ光（ＮＴＴ西日本）」）における集合住宅向けＩＳＰ料金の値上げ等の

料金改定を行っている。 

 

また今回のＣＰＩには直接的な影響はないものの、０８年１月にＤＴＩがＫＤＤＩ

のＦＴＴＨサービス（ひかり one）における集合住宅向けＩＳＰ料金の値上げ等の料

金改定を行っている。 

 

各事業者が値上げに踏み切った背景として、光ファイバを共同利用する集合住宅向

けサービスについては、利用できる回線速度に制限があるとして安価に設定していた

ものの、技術進歩により回線速度の向上が図られ、戸建て住宅と同等の速度が提供可

能となった事情がある。 

 

今後は、ＩＰ化の進展に伴う提供サービスの拡充や多様化が予測されるとともに、

トラヒック増に伴うネットワーク設備の増強、ＩＰｖ６への対応の進展等によるコス

ト負担が高まる可能性もあり、引き続きＩＳＰ料金の推移を注意深く見守る必要があ

る。 
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【図表Ⅲ－６０ インターネット接続料の消費者物価指数（０５年度基準）の推移】 
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（出所）総務省資料 

 

（２）契約回線数の事業者別シェア 

 

事業者別のシェアの公表については関係事業者からの同意を得られなかったため、

下記のとおり、ＮＴＴ系・非ＮＴＴ系・ＣＡＴＶ系・ベンダー系の４区分に分類22し

ている。 

 

０５年以降、ＮＴＴ系のシェアが上昇を続けている。 

 

 

 

 

 

                                                  
22具体的な分類基準については以下のとおりである。 

・「ＮＴＴ系」：ＮＴＴグループに属する電気通信事業者。ＮＴＴコミュニケーションズ、ぷらら

ネットワークス等。 

・「非ＮＴＴ系」：電気通信事業者のうち、ＮＴＴグループに属さない電気通信事業者。ソフトバ

ンクテレコム等。 

・「ＣＡＴＶ系」：ＣＡＴＶインターネットを主に提供する事業者。Ｊ：ＣＯＭグループ等。 

・「ベンダー系」：電気通信機器の販売・提供等を行う事業者又はその関係会社等。ニフティ等。 
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【図表Ⅲ－６１ ＩＳＰ市場における契約回線数の事業者別シェアの推移】 
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（出所）総務省資料 

 

（３）市場集中度の推移（上位３者シェア、ＨＨＩ） 

 

１）上位３者シェアの推移 

 

ＩＳＰ市場における契約回線数の上位３者23シェアについてみると、０９年３月末

時点で５７．２％であり、０６年６月末以降、低下を続けている。 

 

２）ＨＨＩの推移 

 

ＩＳＰ市場における契約回線数のＨＨＩを見ると、０９年３月末時点で１５５４あ

り、横ばい傾向にある。 

 

 

 

                                                  
23０８年１２月末時点においては、ＮＥＣビッグローブ株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケ

ーションズ株式会社及びソフトバンクＢＢ株式会社（５０音順）。 
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【図表Ⅲ－６２ ＩＳＰ市場における契約回線数の上位３者シェア及びＨＨＩの推移】 
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ＨＨＩ（左軸） 上位３社シェア（右軸）
 

（注１）電気通信事業報告規則において報告対象となる５万契約以上の事業者の総契約回線数を基に算出。 

（注２）０６．９以降、一部事業者で契約回線数の集計方法に変更が生じている。 

（注３）ＨＨＩの算出においては、ＮＴＴグループ及びソフトバンクグループを各々１者として算出している。 

（出所）総務省資料 
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３．競争状況の評価 

 

（１）２００８年度の動向 

 

１）契約回線数 

 

契約回線数５万契約以上の事業者（０９年３月末時点で４９者）の契約回線数は、

全体的に横ばい傾向であり、０９年３月末時点で３，３８０．７万である。 

 

２）シェア 

 

０９年３月末時点で上位３者シェアは５７．２％、ＨＨＩは１５５４であり、他の

ブロードバンド市場に比べると市場集中度は低い。 

 

（２）市場支配力 

 

１）市場支配力の存在  

 

① 単独での市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、単独で市場支配力を行使し得る地位にある事

業者は存在しないと評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ＩＳＰ市場における契約回線数シェア１位の事業者又はグループのシェアは３割

に達しておらず、また他の競争事業者との格差も小さい。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

ＩＳＰ市場への参入は比較的容易であり、かつ現に参入している事業者数も０９年

３月末時点で４９者と増加傾向（０８年１２月末時点における契約回線数５万契約以

上の事業者：４７者、０７年１２月末時点における契約回線数５万契約以上の事業

者：４６者、０６年１２月末時点における契約回線数５万契約以上の事業者：３８者）

である。 

 

また、価格面・サービス面での活発な競争も展開されており、かつ事業者変更のた
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めのスイッチングコストについても、メールアドレスの変更等があるものの、比較的

小さいといえる。 

 

② 複数事業者による市場支配力 

 

以下の判断要素等を総合的に勘案し、単独で市場支配力を行使し得る地位にある事

業者は存在しないと評価する。 

 

ａ）量的基準 

 

ＩＳＰ市場における上位３者シェア及びＨＨＩは水準が低く、かつ低下傾向ないし

横ばい傾向であり、市場は高度に寡占的な状況にはない。 

 

ｂ）その他の主な判断要素 

 

ＩＳＰ市場への参入は比較的容易であり、かつ現に参入している事業者数も０９年

３月末時点で４９者と増加が見られる（０８年１２月末時点における契約回線数５万

契約以上の事業者：４７者、０７年１２月末時点における契約回線数５万契約以上の

事業者：４６者）。ブロードバンド市場の拡大やＦＴＴＨへのマイグレーションの進

行に伴い、ＩＳＰ市場も依然として成長基調を見せている。 

 

２）市場支配力の行使 

 

 該当無し。 

 

（３）今後の注視事項 

 

ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが進行している中、ＩＳＰ市場におけ

るＮＴＴ系事業者の契約回線数シェアは上昇を続けている。インターネット接続サー

ビスはインターネット接続回線サービスと補完的なサービスであり、ＡＤＳＬやＦＴ

ＴＨといったブロードバンド市場からＩＳＰ市場へのレバレッジによる影響24につい

                                                  
24例えば、市場支配力を有する事業者のインターネット接続回線サービスの販売時に、特定のＩＳ

Ｐを推奨する販売行為等について、競争上の問題の有無を検証する必要がある。この点について

は、「競争セーフガード制度に基づく検証結果（２００７年度）の公表」（０８年２月１８日報道

発表）において、ＮＴＴ東西及び県域等子会社の営業活動におけるＯＣＮとその他のプロバイダ

ーの取扱いについて同等性の確保等が総務省より要請され、０８年３月に、ＮＴＴ東西より総務

省に対して、改めて内部への周知を行ったこと等履行状況の報告があった。また、販売代理店に

おけるＯＣＮの取扱については「競争セーフガード制度に基づく検証結果（２００８年度）の公

表」（０９年２月２５日報道発表）において引き続き注視すると整理されている。 
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て、注視が必要である。 

 

また、今後のＩＰ化の更なる進展に伴うトラヒック増によるネットワーク設備の増

強、ネットワークのＩＰｖ６化の進展への対応等に伴い、ＩＳＰのコスト負担が増大

する可能性がある。これに関連して、ＩＰｖ６を利用するＮＴＴ東西のＮＧＮとＩＳ

Ｐとの間の接続に関して技術的な問題が発生することが懸念されており25、これを解

決するための新たな接続方式やその費用負担等について、事業者間の協議が行われて

いる。この接続方式の変化がＩＳＰ部分市場に影響を及ぼす可能性があり、現在進め

られている事業者間の協議や政策的な動向について注視するとともに、ブロードバン

ド市場へのトータルな影響について分析する必要がある。 

 

さらに、ＦＶＮＯ26によって多様なサービスが提供されることへの期待もあり、イン

ターネット接続領域においては、設備ベースの競争に加えサービスベースの競争が進

んでいくことも考えられる。ＩＳＰ市場の分析においては、これらの動きを反映した

分析枠組みを設定する必要がある。 

                                                  
25ＩＳＰがインターネット接続サービスのためにＩＰｖ６ アドレスを利用者に対し提供すること

について、ＮＴＴ東西がＮＧＮ閉域網内のサービスのために付与するＩＰｖ６ アドレスと競合す

る問題（いわゆる「マルチプレフィックス問題」）が発生する。「インターネット政策懇談会報告

書」（総務省、０９年２月２３日公表）（http://www.soumu.go.jp/main_content/000009979.pdf）を参照。 
26 Fixed Virtual Network Operator：自らは固定電話網やＩＰ網などネットワークを構築せず、他

の事業者のネットワークを利用してサービスを提供する事業者。 


